
平成２６年度第４回袖ケ浦市子ども・子育て支援会議 
（第１回袖ケ浦市次世代育成支援対策地域協議会）次第 

 
       日 時 平成２６年１１月５日（水） 

午後２時から 
場 所 市役所旧館３階大会議室   

 
 
１ 開 会 
 
２ 委員長挨拶 
 
３ 福祉部長挨拶 
 
４ 議 題 
（１）次世代育成支援後期行動計画推進状況報告について 

（資料１－１ ～ 資料１－４） 

（２）平成２６年度子育て環境推進の拡充内容について（資料１－５） 

 （３）次世代育成支援行動計画部分（案）について（資料２） 

（４）その他 

 
５ 閉 会 
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計　 画　 の　 基　 本　 理　 念

地域おける子育てネットワークづくり

子どもや母親の健康の確保

児童の健全育成

家庭

・子育てに関して不安感や負担感を持
つ保護者を減少させる。
・子育てが地域の人に支えられている
と感じる割合を増やす。
・「放課後や休日を子どもが有意義に
過ごしている」と感じる保護者を増やし
ます。

家庭……次代を担う子どもを育成する第一義的責任を自覚して子育てや家庭教育に努める。

地域における子育ての支援

母性並びに乳幼児等の健康の確保及び増進

地域における子育て支援サービスの充実

保育サービスの充実

・子育て環境の現状を絶えず把握し、必要な
施策を展開します。

・保健、医療、福祉及び教育の分野間の連携
を図りつつ母子保健施策等の充実を図りま
す。
・母子保健事業の推進に必要な保健師、管
理栄養士等の人材の確保を図ります。
・心の問題にかかる相談体制の充実を図る。

袖　ケ　浦　市　次　世　代　育　成　支　援　後　期　行　動　計　画　

・妊娠・出産・検診の経過に対する満
足度を上昇します。
・子どもが健康的な食生活を身に付け
ていると感じる割合を増やします。

家庭、地域、行政が少子高齢化社会の現状と問題点について正しく認識した上でそれぞれの責任と立場で
子育て環境推進に取り組むことが必要である。

行政……子育てをめぐる問題を把握し、解決に向けた施策を家庭地域とともに推進する。

地域……子育て環境についての理解を深め、子どもや子育て家庭を支援する。

・結婚して家庭を築き、子どもを育むことの価
値を共通して認識するよう啓発します。
・学校教育や社会教育のほか、地域とも連携
して教育力向上に努める。

「自立と協働」　子どもとその家族、それを支える地域の人々の笑顔のかがやくまちをめざして

施　 策　 の 　体 　系
目指す方向性

基　 本　 目 　標　 と 　施　 策

・仕事と生活のバランスが図られている
と感じる人を増やします。
・仕事・育児・プライベートの希望と現
実の差をなくします。

・地域における防犯活動が活発である
と感じる人を増やします。
・子どもにかかる事故や犯罪が少なく
なったと感じる人を増やします。

・子どもを地域全体で見守っていると感
じる人を増やします。

・事業所を中心に、子育てにやさし
い就業環境を目指します。

・地域の子どもの交通安全に関心を
持ち、身近な安全指導に努めます。
・子どもを犯罪被害から守るための
活動に、地域住民で取り組みます。

・育児、家事について男女が協働しま
す。

・家庭で、交通安全について子どもを
指導します。
・子どもの安全に常に関心を持つととも
に、家庭において子どもを指導しま
す。

･育児や生活上の悩み事は、進んで関
係機関に相談し改善を図ります。

・児童虐待の疑いがある家庭につい
ては、確信がなくても子どもの安全
を第一に考え、関係機関に通報しま
す。

母子家庭等の自立支援の推進

障害児施策の実施

子どもの安全の確保

子どもの交通安全を確保するための活動の推進

子どもを犯罪等の被害から守るための活動の推進

被害にあった子どもの保護の推進

要支援児童への対応などきめ細かな取組みの推進

児童虐待防止対策の充実

仕事と子育ての両立の推進

安全な道路交通環境の整備

安心して外出できる環境の整備

職業生活と家庭生活との両立支援

多様な働き方の実現及び男性を含めた働き方の見直し等

食育等の推進

思春期保健対策の充実

子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備

次代の親の育成

子どもの生きる力の育成に向けた学校の教育環境等の整備

・子どもの生きる力の育成に向けた地
域の教育環境が整備されていると感じ
る人を増やします。
・子どもが自然・社会・文化などの体験
をしやすい環境であると感じる人を増
やします。

・家庭を持ち親となる役割や喜びを子
どもが実感できる家族関係を構築す
る。
・子どもの教育の原点が家庭にあること
を自覚し、子どもの教育に努める。

・「地域の子ども」を育む気持ちを持
ち、子育て家庭に理解を示す。
・学校、家庭と連携し、地域全体で
子どもの教育に取り組みます。

子どもを取り巻く有害環境対策の推進

子育てを支援する生活環境の整備

家庭や地域の教育力の向上

・生活環境について、満足と感じる子
育て世帯の割合を増やします。

・安全・安心な歩行空間の創出を推進する。
・公共施設・公共交通機関、建物等のバリア
フリー化を推進する。

・男女が家事・育児に協力できる就業環境・
地域社会実現に向け、啓発に取り組みます。

・各種の活動を通して、交通安全の啓発・指
導に努めます。
・子どもを犯罪被害から守るための体制充実
を図ります。

・児童虐待の通報や、疑いがある過程を発見
した場合は、早期に子どもの安全を確認した
上で、必要な指導・対策に取り組み、解決を
図ります。

目標を実現するための取組み

・協働して地域の子どもの健全育成
に努めます。
・地域芸能文化やふるさとの歴史等
を子どもに伝えていきます。

・子どもにとって、最も身近で大事な子
育ち環境は家庭であることを自覚し子
どもの健全育成に努めます。

資料１－１



Ｈ25.5 Ｈ26.8 Ｈ２４年度末
Ｈ２５
年度末

Ｑ４ 子育てに関して楽しいと感じる
割合 55.8％ 61.1％

Ｑ５ 子育てに関して身近で気軽に相
談できる人がいる割合 93.9％ 93.1％

Ｑ６ 学校等以外で子どもが交流でき
る場を持てていると感じる割合 54.6％ 61.4％

Ｑ７ 子どもを産み育てやすいと感じ
る割合 65.4％ 69.8％

Ｑ８ 子どもが健康的な食生活を身に
付けていると感じる割合 71.8％ 78.7％

Ｑ９
子どもが主体的に生きていくた
めの力を育む教育環境があると
感じる割合

67.7％ 65.4％

Ｑ１０ 子どもが自然・社会・文化体験をしやすい環境だと感じる割合 63.8％ 64.6％

Ⅳ「子育てを支援す
る生活環境の整備」
（４事業）

Ｑ１１ 道路・公園・交通機関等が安全で使いやすいと感じる割合 41.1％ 41.5％

Ｂ評価：
３事業

Ｃ評価：
１事業

Ｂ評価：
３事業

Ｃ評価：
１事業

・長浦駅舎及び南北自由通路一部供用
開始（Ｈ２６年２月）（Ｈ２７年３月
完成予定）

Ⅴ「職業生活と家庭
生活との両立の支
援」
（４事業）

Ｑ１２ 仕事と生活の両立が図られていると感じる割合 59.6％ 67.6％

Ａ評価：
２事業

Ｂ評価：
２事業

Ａ評価：
２事業

Ｂ評価：
２事業

Ｑ１３ 地域における防犯活動が活発であると感じる割合 47.2％ 53.1％

Ｑ１４ 子どもに係る事故や犯罪が少なくなったと感じる割合 62.7％ 25.4％

Ⅶ「要支援児童への
対応などきめ細かな
取組みの推進」
（２３事業）

Ｑ１５ 子どもを地域全体で見守る取り組みが進んでいると感じる割合 27.5％ 31.4％ Ｂ評価：２３事業
Ｂ評価：
２３事業

・「幼児・児童をもつ親の講座」を開
始
・こんにちは赤ちゃん家庭訪問事業開
始

袖ケ浦市次世代育成支援後期行動計画推進状況比較表（平成２５年度末）

基本目標
（１１５事業） ＮＯ 評価指標

満足度 評価
Ｈ２５年度拡充内容

Ⅰ「地域における子
育ての支援」
（３６事業）

Ｂ評価：
３６事業

Ｂ評価：
３６事業

・長浦おかのうえ図書館１階に「なが
うら健康福祉支援室」及び「地域包括
支援ながうらサブセンター」を開設
・「そでがうらこども館」完成（Ｈ２
６年３月）
・「長浦第二放課後児童クラブ」完成
（Ｈ２６年３月）
・長浦小学区１箇所クラブ増（市内１
１→１２クラブ）「久保田キッズクラ
ブ」（Ｈ２５年度のみ）
・公立保育所の人的強化（正規職員２
名増）
・市内保育定員６０名増（７９０→８
５０名）（９月、白ゆり保育園定員６
０名増（６０名→１２０名：３歳以上
児受入））
・家庭的保育事業のグループ型小規模
保育を開始（Ｈ２５年１０月）

Ⅱ「母性並びに乳幼
児等の健康の確保及
び増進」
（２２事業）

Ａ評価：
１事業

Ｂ評価：
２０事業

Ｄ評価：
１事業

Ａ評価：
１事業

Ｂ評価：
２０事業

Ｄ評価：
１事業

※評価　Ａ…計画を上回って進んだ　Ｂ…計画どおり　Ｃ…概ね計画どおり　Ｄ…計画どおり進んでいない

Ⅲ「子どもの心身の
健やかな成長に資す
る教育環境の整備」
（１３事業）

Ｂ評価：
１３事業

Ｂ評価：
１３事業

Ⅵ「子どもの安全の
確保」
（１３事業）

Ｂ評価：
１３事業

Ｂ評価：
１３事業

資料１－２



実績値 評価 実績値 評価

Ⅰ　地域における子育ての支援(３６事業）　

Ｂ評価：
３６事業

1-1
★（新）子ども・子育て家庭・地
域住民等の交流の場の確保

子育て中の親子の交流の場、放課後児童
クラブ未加入児童の健全育成の場、地区
住民の交流の場、子育てサークル・NPO等
の活動の場を確保します。

２４年度
１箇所
２５年度
１箇所

実施概要、建設地、施設概要の決定 Ｂ
平成２６年３月「そでがうらこども館」
完成

Ｂ 子育て支援課

1-2
★（新）放課後児童クラブ（長
浦小学校区）の新設、蔵波小
学校区クラブの分離新設

長浦小学校区のクラブが学区外にあり保
護者や児童に不便なことから廃止し、学区
内に新設します。また、蔵波小学校区の大
規模クラブを分離し適正規模にします。

２２年度
・指定管理者　２クラブ
・民設民営　９クラブ

Ｂ

平成２６年３月「長浦第二放課後児
童クラブ」完成
・指定管理者　２クラフ゛
・民設民営　１０クラフ゛

Ｂ 子育て支援課

1-3
（新）（仮称）地域保健・福祉支
援センター整備事業

身近な地域で保健福祉に関する総合相談
（高齢者・障害者・子育て等）や保健指導
等ができるよう、長浦・平川の各地区に整
備します。

２４年度
１箇所
２５年度
１箇所

平成２５年４月１日
長浦おかのうえ図書館内に「ながうら
健康福祉支援室」及び「地域包括支
援ながうらサブセンター」を開設

Ｂ

ながうら健康福祉支援室相談訪問等
対応件数
・母子保健手続・相談(成人・高齢含
む)　　２，１４５件
・子育て相談、ＤＶ関連　６件

（仮）ひらかわ健康福祉支援室の機
能及び設置場所等検討

Ｂ 地域福祉課

1-4
★子育てポータルサイトの活
用・その他子育て情報の充実

「子ども」「子育て」をテーマとしたポータル
サイトを開設し、子育て情報の閲覧を容易
にするとともに、市内子育て団体による情
報発信を可能にして、子育て情報の充実
及び子育て支援活動を円滑に実施できる
環境を実現、及びその他子育て情報を充
実します。◇子育てはがき通信『ゆめー
る』：かずさ子育て応援隊が、希望する家
庭にお届けします。

２２年度
開始

・子育て団体登録数　３２団体
・年間閲覧数　６，９１２件

Ｂ
・子育て団体登録数　３２団体
・年間閲覧数　５，６９７件

Ｂ 子育て支援課

1-5
ファミリーサポートセンター事
業

会員組織の市民協働による子育て援助活
動を実施します。

継続
・会員数　２２１名
・援助活動件数　５４０件

Ｂ
・会員数　１７２名
・援助活動件数　５３５件

Ｂ 子育て支援課

担当課
Ｈ２４年度末 Ｈ２５年度末

ＮＯ 事業名（★は重点事業） 事業内容
Ｈ２６
年度
目標値

○袖ケ浦市次世代育成支援後期行動計画推進状況（Ｈ２５年度末）　　※評価　Ａ…計画を上回って進んだ　Ｂ…計画どおり　Ｃ…概ね計画どおり　Ｄ…計画どおり進んでいない  

【評価指標・・・Ｈ２５．５→Ｈ２６．８】
・子育てに関して楽しいと感じる割合：
　５５．８％→６１．１％（＋５．３％）
・子育てに関して身近で気軽に相談できる人がいる割合：
　９３．９％→９３．１％（－０．８％）
・学校等以外で子どもが交流できる場を持てていると感じる割合：
　５４．６％→６１．４％（＋６．８％）

【基本目標】
・子育てに関して不安感や負担感を持つ保護者を減少させます。
・子育てが地域の人に支えられていると感じる割合を増やします。
・『放課後や休日を子どもが有意義に過ごしている』と感じる保護者を増やしま
す。

資料１－３
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実績値 評価 実績値 評価
担当課

Ｈ２４年度末 Ｈ２５年度末
ＮＯ 事業名（★は重点事業） 事業内容

Ｈ２６
年度
目標値

○袖ケ浦市次世代育成支援後期行動計画推進状況（Ｈ２５年度末）　　※評価　Ａ…計画を上回って進んだ　Ｂ…計画どおり　Ｃ…概ね計画どおり　Ｄ…計画どおり進んでいない  

1-6
中学生までの子どもの医療費
助成

子ども医療費助成事業による保険適用医
療費自己負担額を助成します。

継続
・現物給付　９１，９９６件
・償還払い　３７，８０７件

Ｂ
・現物給付　１９９，８０３件
・償還払い　１０，４８８件

Ｂ 子育て支援課

1-7 病後児保育
病気回復期の幼児を専用施設に看護師等
を配置して保育します。私立保育園1箇所
で実施します。

継続
・私立保育園１箇所で実施
利用人数　２．３人／日

Ｂ
・私立保育園１箇所で実施
利用人数　２．４人／日

Ｂ 子育て支援課

1-8 休日、一時、特定保育 私立保育園等で実施します。 継続

・休日　私立保育園１箇所で実施
利用人数　２．３人／日
・一時　公立保育所１箇所、私立保
育園３箇所で実施　利用人数　２１．
１人
・特定　私立保育園２箇所で実施
利用人数　２１．１人

Ｂ

・休日　私立保育園１箇所で実施
利用人数　２．４人／日
・一時　公立保育所１箇所、私立保
育園３箇所で実施　利用人数　２１．
９人
・特定　私立２箇所で実施
利用人数　３９．１人

Ｂ 子育て支援課

1-9 地域子育て支援拠点事業
子育て支援センター事業、つどいの広場を
実施します。

継続
・施設型　私立保育園３箇所で実施
・ひろば型　公立保育所１箇所で実
施

Ｂ
・施設型　私立保育園３箇所で実施
・ひろば型　公立保育所１箇所で実
施

Ｂ 子育て支援課

1-10 病児保育
病院・診療所・保育所等に付設された専用
スペースで病気児童を一時的に保育する
病児保育について検討します。

検討 検討（ニーズなどの調査） Ｂ
子ども・子育て支援事業に関する
ニーズ調査実施

Ｂ 子育て支援課

1-11 その他の保育サービス
保育ママ、夜間保育、ショートステイ、トワ
イライトステイ、体調不良児保育などにつ
いて、研究します。

研究

・保育ママ
実施概要、実施場所、実施施設の決
定
・ショートステイ、トワイライトステイ
平成２６年度より児童養護施設「びっ
き」にてショートステイ、トワイライトス
テイを実施する

Ｂ

・家庭的保育事業の「みらいっ子るー
む」を委託により平成２５年１０月から
開設し、５名の保育を開始
・ショートステイ、トワイライトステイに
ついては平成２６年度実施に向けて
児童養護施設「びっき」との調整、要
綱整備等を行った

Ｂ 子育て支援課

1-12
すきすき絵本タイム
（平成２４年度までブックスター
ト事業）

赤ちゃんと保護者が絵本を介して親子の
絆を深めるとともに、子どもの心の健やか
な発達を支援します。

継続
ボランティアによる読み聞かせ
子どもの参加　 ４９２名

Ｂ

本事業は平成２４年度で廃止となっ
たが平成２５年度から代替事業とし
て「すきすき絵本タイム」を公民館図
書室にて実施
・根形公民館図書室　１０回開催　１
８６名
・平岡公民館図書室　１１回開催　１
１１名

Ｂ
子育て支援課
中央図書館

1-13 放課後児童健全育成事業
市内全小学校区で放課後児童クラブを運
営します。クラブへの助成を拡充します。

拡充 登録者数　４４６名　１１クラブ Ｂ 登録者数　４９３名　１２クラブ Ｂ 子育て支援課
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1-14
児童手当の支給
（平成２４年度まで子ども手当
の支給）

家庭における生活の安定及び次代の社会
を担う児童の健全な育成と資質の向上に
資するため支給します。

新規
・子ども手当　５，１２０名
・児童手当　４，６８６名

Ｂ 児童手当　４，７０２名 Ｂ 子育て支援課

1-15 幼稚園における預かり保育
保育開始前、終了後に子どもの保育につ
いて、子育て家庭支援の観点から実施に
ついて研究します。

研究 研究（教頭会議等で事例研究） Ｂ
子ども・子育て支援事業に関する
ニーズ調査実施

Ｂ 学校教育課

1-16 幼稚園関係施策
市立幼稚園保育料減免、私立幼稚園就園
奨励費補助、私立幼稚園児奨励金支給を
実施します。

継続
・減免　３名　４１，７００円
・補助　３８５名　３４，２７８，３００円
・奨励金　５６１名　９，３１３，６００円

Ｂ
・減免　５名　２００，０００円
・補助　３９３名　３５，９５８，８００円
・奨励金　５５６名　９，０５７，３００円

Ｂ 学校教育課

1-17 各種相談

母子相談、教育相談、家庭児童相談、保
健師巡回相談（保育所）、県立槇の実特別
支援学校教諭巡回相談（幼稚園、保育所）
を実施します。

継続

・すこやか親子相談　２４回
・市内各保育所７箇所　各２回
・家庭児童相談　１３０件
・小中学校にスクールカウンセラー
週１回派遣
・電話相談　１３回
・相談来所　５１９回
・訪問相談　１８３回
・医師による相談　５回
・幼稚園子育て相談　８回

Ｂ

・すこやか親子相談　２４回
・市内各保育所７箇所　各２回
・家庭児童相談員　１１７件
・小中学校にスクールカウンセラー
週１回派遣
・電話相談 　９２回
・来所相談　３７８回
・訪問相談　２７４回
・医師による相談　５回
・幼稚園子育て相談　８回

Ｂ

健康推進課
子育て支援課
学校教育課
総合教育センター

1-18
★（新）待機児童解消のための
保育所整備

待機児童を解消するため社会福祉法人が
計画する保育所整備に県と市で助成しま
す。

２２年度
整備

市内認可保育所平均入所率１２２．
７％（Ｈ２５．３月）

Ｂ

・平成２５年９月１７日から平成２５年
１０月７日まで募集を行い、平成２５
年１１月に法人を決定
・市内認可保育所平均入所率１１２．
７％（Ｈ２６．３月）

Ｂ 子育て支援課

1-19 通常保育
保護者の就業等で保育に欠ける児童に保
育サービスを実施します。

継続 公立５箇所、私立３箇所 Ｂ 公立５箇所、私立３箇所 Ｂ 子育て支援課

1-20 延長保育
保護者の就労形態の多様化に対応するた
め、通常の開所時間を超えて保育を実施
します。

継続
・延長保育　公立５箇所、私立３箇所
・土曜延長　公立３箇所、私立３箇所

Ｂ
・延長保育　公立５箇所、私立３箇所
・土曜延長　公立２箇所、私立３箇所

Ｂ 子育て支援課

1-21 障害児保育

健全な発達を促進する上で集団保育が必
要な軽・中程度の障害児を保育します。特
別支援連絡協議会等、地域の関係機関と
の連携（保育アクションプログラム）を図り
ます。

継続 市内保育所で継続実施 Ｂ 市内保育所で継続実施 Ｂ 子育て支援課

1-22
市立保育所、市立幼稚園の統
合化研究

低年齢児の保育需要が高まっている中
で、既存のインフラ・人材の有効活用等の
観点から、統合化についての問題点・利点
等について研究します。

研究 市立幼稚園検討委員会　３回実施 Ｂ 現状把握 Ｂ
子育て支援課
学校教育課
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1-23 民間保育所の支援
一時保育・延長保育、休日保育等の特別
な保育事業や、施設の改築・増築等につ
いて支援します。

継続 私立３箇所継続 Ｂ 私立３箇所継続 Ｂ 子育て支援課

1-24
保育士等の資質・専門性の向
上・保育基盤の強化

保育協議会を活用した公立私立保育所の
研修の充実、保育所における専門的な人
材や地域の多様な人材の活用（保育アク
ションプログラム）に努めます。

継続 公立５箇所、私立３箇所で実施 Ｂ 公立５箇所、私立３箇所で実施 Ｂ 子育て支援課

1-25
★地域子育て支援ネットワー
クの構築

子育てに係る庁内担当部課、相談機関、
保育所、幼稚園、学校、放課後児童クラ
ブ、児童館等の実施機関、子育てボラン
ティア・ＮＰＯ等との連携強化、相談体制の
充実を図ります。

２２年度
構築

子育て支援ネットワーク会議
１回開催　２５団体参加

Ｂ
子育て支援ネットワーク会議
１回開催　２５団体参加

Ｂ 子育て支援課

1-26
青少年育成袖ケ浦市民会議・
地区住民会議

青少年の健全育成を図る青少年育成袖ケ
浦市民会議及び地区住民会議を支援しま
す。

継続

・推進大会参加者数　５６８名
・愛のパトロール　２９回実施　３８０
名参加
・子ども安全パトロール協力者　９２７
名
・市民会館及び各公民館
団体総会等、住民懇談会・研修会、
世代間交流事業、広報紙発行等

Ｂ

・推進大会参加者数　４７６名
・愛のパトロール　２９回実施　３９１
名参加
・子ども安全パトロール協力者　６９７
名
・市民会館及び各公民館
団体総会等、研修会、世代間交流事
業、広報紙発行等

Ｂ
生涯学習課
市民会館
各公民館

1-27 放課後子ども教室
地域ボランティア等による放課後の子ども
の居場所づくりを推進します。

継続

昭和小「もりのこクラブ」
・登録者　１０２名
・延べ１，６２４名参加
・２２回実施
長小「（仮称）長小広場｣
・延べ４６３名参加
・３回実施

Ｂ

昭和小学校「もりのこクラブ」
・登録者　１４１名
・延べ２，０９５名参加
・２３回実施
長浦小学校「あそボラ!!やかたっ子広
場」
・延べ１，０２４名参加
・１３回実施

Ｂ 生涯学習課

1-28 保育所（園）の園庭開放
保育所（園）に入所していない親子に園庭
を開放し、地域の子どもの触れ合い、交流
の場を提供します。

継続
公立５保育所で園庭開放（午前中）
実施

Ｂ
公立５保育所で園庭開放（午前中）
実施

Ｂ 子育て支援課

1-29
子どもの遊び場（児童遊園）の
適正管理等

市内３２箇所の児童遊園の適正管理に努
め、自治会等による、利用拡大に向けた取
り組みを促進します。

継続 地元区に管理委託　３２箇所 Ｂ 地元区に管理委託　３１箇所 Ｂ 子育て支援課

1-30 保育所地域活動事業
公立保育所２箇所、私立保育園１箇所で
世代間ふれあい活動を実施します。

継続 公立２箇所、私立２箇所で実施 Ｂ 公立２箇所、私立２箇所で実施 Ｂ 子育て支援課
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1-31 少年教育推進事業 子ども向け講座を開催します。 継続

市民会館、平川、長浦
・子どもチャレンジ教室、子どもクラ
ブ、わんぱく教室　延べ２５回開催、
延べ５７５名
根形
・花まる絵画教室　６回開催、延べ１
２６名
・子ども絵画教室　９回開催、延べ１
０９名
平岡
・ジュニアグローバルセミナー　３回
開催、延べ３１名
・ジュニアサイエンスセミナー　延べ６
回開催、延べ９１名

Ｂ

市民会館、平川、長浦
・子どもチャレンジ教室、子どもクラ
ブ、わんぱく教室　延べ２３回開催、
延べ５３３名
根形
・花まる絵画教室　６回開催、延べ９
５名
・子ども絵画教室　９回開催、延べ１
２１名
平岡
・なかよし世界講座（旧ジュニアグ
ローバルセミナー）　３回開催、延べ
２９名
・子ども理科教室（旧ジュニアサイエ
ンスセミナー）　延べ６回開催、延べ９
７名
平川
・地域ふれあい推進事業　２回開催、
延べ５名

Ｂ
市民会館
各公民館

1-32 学校体育施設開放事業 市内小・中学校の体育施設を開放します。 継続
・市運営委員会議２回開催
・利用団体数　延べ１７８団体、６，２
３８件、１２６，７５５名

Ｂ
・市運営委員会議２回開催
・利用団体数　延べ１７６団体、６，０
９９件、１１４，０１６名

Ｂ 体育振興課

1-33
子育て支援ボランティア・ＮＰＯ
への支援

地域で子育て支援を行っているボランティ
ア・ＮＰＯへの支援、子育てイベント共催を
実施します。

継続
子育て応援メッセの共催
参加者　３９３名

Ｂ
子育て応援メッセの共催
参加者　４０９名

Ｂ 子育て支援課

1-34
総合型地域スポーツクラブ活
性化事業

地域ごとに親子や仲間で軽スポーツ、レク
リエーションを実施します。市内５地区のク
ラブで活動を拡充していきます。

継続

・クラブ連協を中心として、指導者講
習会を２回実施
・ユニバーサルホッケー大会開催　８
９名参加
・クラブ連協主催第１回総合型地域
スポーツクラブ交流大会開催　１５４
名参加

Ｂ

・クラブ連協を中心として、スポーツ
教室を２回実施
・クラブ連協主催第２回総合型地域
スポーツクラブ交流大会を開催　１８
１名参加
・クラブ連協主催第１回袖ケ浦ウォー
キングフェスタ２０１４開催　約３００名
参加

Ｂ 体育振興課

1-35
小中学校体験活動推進事業
（旧自然体験学習推進事業）

自然の中での困難体験や生活体験を通し
て、感動する心や協調性、思いやり、自主
性・忍耐力を培い、心豊かでたくましい児
童生徒を育成する。

継続 小・中学校ともに２泊３日で実施 Ｂ 小・中学校ともに２泊３日で実施 Ｂ 学校教育課
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1-36 わんぱくクエスト事業

異年齢集団による宿泊体験や房総の自然
や文化に関する体験を通して、主体性やコ
ミュニケーション能力等を育む子どもの健
全育成活動を実施します。

継続 参加者　３７名 Ｂ 参加者　４１名 Ｂ 生涯学習課
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Ⅱ　母性並びに乳幼児等の健康の確保及び増進（２２事業）

Ａ評価：
１事業
Ｂ評価：
２０事業
Ｄ評価：
１事業

2-1
妊娠・出産に関する安全性と
快適な環境づくりの推進

安心して妊娠、出産できる環境整備とハイ
リスク妊婦への対応を強化します。平成21
年度から、妊婦一般健康診査受診券を、5
回から14回に拡充しています。

継続
・受診券　１４回
・母子手帳発行時に保健指導実施
（未実施は妊婦訪問）　６，００１件

Ｂ
・受診券　１４回
・母子手帳発行時に保健指導実施
（未実施は妊婦訪問）　５，８５９件

Ｂ 健康推進課

2-2
すべての子どもたちの健やか
な成長・発達の支援

臨床心理士等の講演や個別相談を実施し
ます。

継続

・心理相談（１歳６か月健診時）　１２
回、（３歳健診時）　１２回
・幼児相談　１８回
・すこやか相談　２４回

Ｂ

・心理相談（１歳６か月健診時）　１２
回、（３歳健診時）　１１回
・幼児相談　１８回
・すこやか相談　２４回

Ｂ 健康推進課

2-3
「母性健康管理指導事項連絡
カード」の周知

妊婦の就労環境整備に関する啓発を行い
ます。

継続
就労妊婦の母子手帳交付時に連絡
カードの配布を実施

Ｂ
就労妊婦の母子手帳交付時に連絡
カードの配布を実施

Ｂ 健康推進課

2-4 妊産婦の健康管理の支援
正常な妊娠・出産を迎えるための妊産婦
への健康管理啓発等を行います。

継続

・妊娠１１週以内での妊娠届出率
７４．５％
・母子手帳発行時の保健指導を含め
た妊婦への指導率　７１．８％
・新生児・産婦訪問については、第
１・２子全数、その他希望者等への訪
問を実施

Ｂ

・妊娠１１週以内での妊娠届出率
７５．８％
・母子手帳発行時の保健指導を含め
た妊婦への指導率　７５．３％
・新生児・産婦訪問指導　４２６件
７５．５％の訪問を実施

Ｂ 健康推進課

2-5
里帰り分娩での安全な出産、
産婦・新生児訪問

帰省時の注意事項周知及び里帰り先市町
村への訪問依頼を実施します。

継続
・里帰り出産のための病院との単独
契約　２６件、償還払い　１９件
・里帰り先での訪問依頼　１３件

Ｂ
・里帰り出産のための病院との単独
契約　３５件、償還払い　１５件
・里帰り先での訪問依頼　２７件

Ｂ 健康推進課

2-6 周産期医療体制の整備
医師会、君津中央病院、県と連携し、君津
保健医療圏域における体制を充実します。

継続
・君津保健医療協議会　１回開催
・運営協議会　１回開催

Ｂ
・君津保健医療協議会　開催なし
・運営協議会　１回開催

Ｂ 健康推進課

2-7
母と子の愛着形成を推進する
ための支援

妊娠中における赤ちゃんとのふれあい体
験学習を推進します。（プレ・ママパパ学級
等）

継続
プレ・ママパパ学級　５コース　１６２
名

Ｂ
プレ・ママパパ学級　６コース　１５４
名

Ｂ 健康推進課

【基本目標】
・妊娠・出産・検診の経過に対する満足度を上昇します。
・子どもが健康的な食生活を身に付けていると感じる割合を増やします。

【評価指標・・・Ｈ２５．５→Ｈ２６．８】
・子どもを産み育てやすいと感じる割合：
　６５．４％→６９．８％（＋４．４％）
・子どもが健康的な食生活を身に付けていると感じる割合：
　７１．８％→７８．７％（＋６．９％）
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2-8
産後、子育て体験のある母親
の仲間作りの支援

乳幼児健康診査、子育て支援センター、子
育て支援団体とも連携し、産後、子育て体
験のある母親の仲間づくりを支援します。

継続

・プレ・ママパパ学級　５コース　１６２
名
・すこやか相談　２４回
・４か月児健康診査　２４回
・１歳６か月児健康診査　１２回
・３歳児健康診査　１２回

Ｂ

・プレママパパ学級　６コース　１５４
名
・すこやか相談　２４回
・４か月児健康診査　２４回
・１歳６か月児健康診査　１２回
・３歳児健康診査　１２回

Ｂ 健康推進課

2-9 不妊に関する相談体制の充実
県と連携し、不妊に関する相談態勢の充
実を図ります。（県による不妊相談、平成
16年度から不妊治療補助金支給）

継続

・君津健康福祉センターで行う不妊
相談・不妊治療助成の紹介
・市特定不妊治療費助成　延べ３０
件申請

Ａ

・君津健康福祉センターで行う不妊
相談・不妊治療助成の紹介
・市特定不妊治療費助成　延べ２３
件申請

Ａ 健康推進課

2-10
乳幼児の生活習慣の確立へ
の支援強化

４か月、１歳６か月、２歳、３歳６か月での
健康診査、その他「幼児相談」等で支援し
ます。

継続

・４か月児健康診査　２４回
・１歳６か月児健康診査　１２回
・３歳児健康診査　１２回
・すこやか相談　２４回

Ｂ

・４か月児教室　２４回
・１歳６か月児健康診査　１２回
・３歳児健康診査　１２回
・すこやか相談　２４回

Ｂ 健康推進課

2-11
乳幼児突然死症候群（ＳＩＤＳ）
に関する啓発及び情報提供の
強化

健診の場、広報等を利用して啓発を強化し
ます。

継続
新生児、産婦訪問時にリーフレットで
情報提供

Ｂ
新生児、産婦訪問時にリーフレットで
情報提供

Ｂ 健康推進課

2-12
乳幼児の事故防止対策に関す
る啓発の強化

乳幼児の発達段階に応じた事故防止方法
について情報提供を行います。

継続

・新生児訪問時や乳幼児健康診査、
すこやか相談の場を活用し、事故防
止について指導
・すこやか相談　２４回
・４か月児健康診査　２４回

Ｂ

・新生児訪問時や乳幼児健康診査、
すこやか相談の場を活用し、事故防
止について指導
・すこやか相談　２４回
・４か月児教室　２４回

Ｂ 健康推進課

2-13 予防接種の接種率向上
接種率向上のための情報提供、未接種者
への接種勧奨を実施します。

継続

接種率
・生ポリオ　８８．８％
・不活化ポリオ　８５．６％
・麻疹風疹混合　９６．２％
・三種混合　８２．５％
・ＢＣＧ　１０３．３％
・日本脳炎　１８９．２％
・二種混合　８５．９％

Ｂ

接種率
・不活化ポリオ　３２％
・麻疹風疹混合　９８．８％
・三種混合　２５．６％
・４種混合　８８．９％
・ＢＣＧ　８６．４％
・日本脳炎　１４５．７％
・二種混合　８９．９％
・子宮頸がん　１６．３％

Ｂ 健康推進課
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2-14
乳幼児の生活習慣の確立へ
の支援強化

平成17年施行の食育基本法を受け、生涯
の健康づくりの基盤となる乳幼児期の生活
習慣確立に向けた支援を強化します。

継続

・栄養指導数
４か月児健康診査　４５１名
１歳６か月児健康診査　２９７名
２歳児健康診査　１６４名
３歳児健康診査　２６６名
すこやか相談　２３７名
・おやこ料理教室　１会場　２９名
・幼稚園で昼食時を中心に、望まし
い食習慣を身につけさせるための指
導や手洗い等の健康に関する指導
を実施
・朝の会や保育の中で、一斉に話を
聞く場面を意図的に作るようにしてい
る

Ｂ

・栄養指導数
４か月児教室　４５１名
１歳６か月児健康診査　２７１名
２歳児健康診査　１６４名
３歳児健康診査　２６６名
すこやか相談　２４２名
・おやこ料理教室　１会場　２９名
・幼稚園で昼食時を中心に、望まし
い食習慣を身につけさせるための指
導や手洗い等の健康に関する指導
を実施
・中川幼稚園を中心に、幼稚園と小
学校の連携に関する研究を行い、公
開研究会を開催

Ｂ
健康推進課
子育て支援課
学校教育課

2-15
栄養・食生活に関する情報発
信、学習や相談の場の提供

保健センターや学校等で食に関する指導
のほか、母子保健・食生活改善推進員に
よる普及・啓発等を実施します。

継続

栄養士による講話と共に食生活改善
推進員の活動が市民の健康づくりに
重要な部分を担っている
１１会場　参加者２７３名

Ｂ
栄養士による講話と共に食生活改善
推進員による活動
９会場　参加者　２１９名

Ｂ 健康推進課

2-16 食環境の整備推進
栄養成分表示制度について、地域への普
及啓発を図ります。

継続 健康ちば協力店展開店舗　１６店 Ｂ 健康ちば協力店展開店舗　１６店 Ｂ 健康推進課

2-17
関係機関・ボランティア等の支
援

中学生以上を対象に「ヘルスサポーター養
成講座」の開催等を実施します。

継続

「健康日本21」を広く周知するために
考えられた国の事業だが、今後養成
の予定がなく、当市においても実施
していない

Ｄ

「健康日本21」を広く周知するために
考えられた国の事業だが、今後養成
の予定がなく、当市においても実施
していない

Ｄ 健康推進課

2-18
思春期の健全な心と体づくり
の推進

乳幼児健診、相談、訪問指導を通して発
育、発達を支援、母子保健推進員との連
携により訪問指導を実施し、学校での心身
の成長に関して指導を行います。

継続

・食育の推進、保健体育や特別活動
等で実施
・君津保健所母子保健推進協議会
会議　１回

Ｂ
君津保健所母子保健推進協議会会
議　１回

Ｂ 健康推進課

2-19
性に関する正しい知識の啓
発･指導

保健所等関係機関との連携を密にし、望
まれぬ妊娠の減少、性感染症予防等、性
に対する正しい知識の啓発・指導を行いま
す。

継続
・君津保健所母子保健推進協議会
会議　２回
・発育段階に応じた啓発、指導

Ｂ

・君津保健所母子保健推進協議会
会議　１回
・小中学校ともに養護教諭と協力し、
保健体育及び特別活動の授業の中
で実施

Ｂ
健康推進課
学校教育課

2-20 相談体制の充実
思春期の子どもが利用しやすい窓口の充
実及び子ども・保護者に対する思春期の
心の理解について啓発します。

継続 すこやか親子相談　２４回 Ｂ すこやか親子相談　２４回 Ｂ 健康推進課
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2-21
未成年者の喫煙、飲酒、薬物
乱用の防止対策等

地域・学校での普及啓発、健康教育、講習
会を実施します。

継続

・妊婦届出書や４か月健診の問診票
等で保健指導を実施
・喫煙　小中学校ともに保健体育及
び特別活動の授業の中で実施
・飲酒　小中学校ともに保健体育及
び特別活動の授業の中で実施
・薬物　薬物乱用防止教室実施状況
調査を実施

Ｂ

・妊娠届出書や４か月健診の問診票
等で保健指導を実施
・喫煙　小中学校ともに保健体育及
び特別活動の授業の中で実施
・飲酒　小中学校ともに保健体育及
び特別活動の授業の中で実施
・薬物　薬物乱用防止教室実施状況
調査を実施

Ｂ
健康推進課
学校教育課

2-22
学校教育と関係機関の連携強
化

乳幼児期から思春期に至るまで、家庭を
基礎として地域・学校との円滑な支援のた
め連携を強化します。母子保健推進員の
育成、スクールカウンセラーの全校配置、
保健室での相談活動を行います。

継続

・各学校と連携を図りながら健康教
育を実施　小学校４校
・学校保健委員会実施
・スクールカウンセラー全校配置
・母子保健推進員の活動（親子食育
教室など）を乳幼児期から実施

Ｂ

・各学校と連携を図りながら健康教
育を実施　小学校３校
・スクールカウンセラー全校配置
・相談室や保健室での相談活動を各
校で実施

Ｂ
健康推進課
学校教育課
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Ⅲ　子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備（１３事業）

Ｂ評価：
１３事業

3-1 家庭教育総合推進事業

様々な機会を利用して家庭教育に関する
学習機会の提供及び支援や、家庭教育
フォーラム等の県主催の家庭教育支援事
業に協力します。子育て知識の習得と親
同士の交流を図るため、幼児家庭教育学
級、地域家庭教育学級、中学校家庭教育
学級を各公民館等で実施します。

継続

・家庭教育推進協議会　２回
・親業訓練入門講座　２回、延べ３０
名参加
・市民会館及び各公民館
家庭教育総合推進事業　３学級（延
べ９０回、延べ１，４６８名参加）

Ｂ

・家庭教育推進協議会　３回
・親業訓練入門講座　２回、延べ３５
名参加
・市民会館及び各公民館
家庭教育総合推進事業　３学級（延
べ９０回、延べ１，３２３名参加）

Ｂ
生涯学習課
市民会館
各公民館

3-2 福祉教育
子どもたちに、思いやりの心と、共に生きる
「福祉の心」を育むための教育を実施しま
す。

継続

主催研修による道徳に関する研修会
の実施（道徳教育推進教師研修会、
若年層（２年目）研修における道徳授
業研修、心に響く道徳研修）

Ｂ

・道徳に関する主催研修会の実施
（道徳教育推進教師研修会、夏季休
業中主催研修、若年層（２年目）教員
研修・授業研修）
・学校図書館支援センターによる読
書教育センターとしての学校支援（図
書資料貸出・授業相談・学校訪問）

Ｂ
学校教育課
総合教育センター

3-3

国際理解教育推進事業
（平成２３年度まで小学校英語
活動支援事業、外国語指導助
手活用事業）

外国語指導助手を全小中学校に派遣し、
国際理解教育を推進します。

継続

・国際理解集会の実施した割合　小
学校　１００％
・授業でのALT（外国語指導助手）活
用時数（１学級あたり）
小学校３・４年　１０．５時間
小学校５・６年　３５．７時間
中学校　３７．０時間
・ＡＬＴコーディネーターによる授業支
援
全小学校実施　１８時間
中学校　６時間
・英語スピーチコンテストの成績
入賞者　７名（４部門中４部門優勝）
学校賞　優勝（４連続受賞）

Ｂ

・国際理解集会の実施した割合　小
学校　１００％
・授業でのＡＬＴ（外国語指導助手）活
用時数（１学級あたり）
小学校３・４年　１１．７時間
小学校５・６年　３８．４時間
中学校　４４．４時間
・ＡＬＴコーディネーターによる授業支
援　全小学校実施　６６時間
中学校　２時間
・英語スピーチコンテストの成績
入賞者　４名
県大会出場　１名

Ｂ 総合教育センター

【基本目標】
・子どもの生きる力の育成に向けた地域の教育環境が整備されていると感じる
人を増やします。
・子どもが自然・社会・文化などの体験をしやすい環境であると感じる人を増やし
ます。

【評価指標・・・Ｈ２５．５→Ｈ２６．８】
・子どもが主体的に生きていくための力を育む教育環境があると感じる割合：
　６７．７％→６５．４％（－２．３％）
・子どもが自然・社会・文化体験をしやすい環境だと感じる割合：
　６３．８％→６４．６％（＋０．８％）
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実績値 評価 実績値 評価
担当課

Ｈ２４年度末 Ｈ２５年度末
ＮＯ 事業名（★は重点事業） 事業内容

Ｈ２６
年度
目標値
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3-4
情報教育推進事業、ウグイス
ネット管理事業

高度情報通信社会に対応するため、児童
生徒の情報活用能力を育成します。情報
モラルに関する指導を実施します。

継続

・情報モラル指導実施学級の増加
・電子黒板を活用した授業の展開
・授業支援　全小学校派遣
・ｉＰａｄ研修会　４校実施
・夏のｉＰａｄ研修会　職員２０名参加
・ケータイ調査　全小中学生対象

Ｂ

・情報モラル指導実施学級の増加
・電子黒板を活用した授業の展開
・授業支援　全小学校派遣
・ｉＰａｄ研修会　４校実施
・夏のｉＰａｄ研修会　職員２０名参加
・学校連絡メール　月平均７．８件配
信
・情報モラル教育の授業支援　６校
実施

Ｂ
学校教育課
総合教育センター

3-5
小中学校基礎学力向上支援
教員配置事業
（旧さわやか教員配置）

基礎学力向上のためのきめ細やかな指導
のため、小中学校に支援教員を配置しま
す。

継続
全小中学校１２校に１名ずつ配置
小学校６時間、中学校７時間４５分

Ｂ
全小中学校１２校に１名ずつ配置
小中学校　７時間４５分

Ｂ 学校教育課

3-6 心の相談事業
生徒の身近な相談相手として、心の相談
員を中学校に配置します。

継続 全中学校　年間１１０時間配置 Ｂ
全中学校　年間１１０時間配置
（１日４時間　週３日を基本とする）

Ｂ 学校教育課

3-7
スクールカウンセラー活用事
業

スクールカウンセラーを配置して、教育相
談を充実します。

継続

・小学校　７校　週６時間（蔵波小の
み８時間）
・中学校　５校　週６時間を配置（小
学校は市配置、中学校は県配置）

Ｂ

・小学校　７校　週７時間４５分（市配
置）
・中学校　５校　週６時間（県配置）＋
２時間（市配置）

Ｂ 学校教育課

3-8 学校音楽鑑賞教室
小中学生に優れた音楽鑑賞の機会を提供
します。

継続 参加者数　１，５８６人 Ｂ 参加者数　２，２６３名 Ｂ 生涯学習課

3-9 読書教育推進事業
読書指導員の配置などによる学校図書館
の機能の向上と読書教育の推進に努めま
す。

継続
・学校図書館活用の増加
・図書物流システムの増加

Ｂ
・学校図書館活用の増加
・図書物流システムの増加

Ｂ 学校教育課

3-10 学校評議員制度推進
地域に開かれた学校推進のため、学校評
議員制度を市内全校で実施します。

継続
市内小中学校１２校において７名ず
つ計８４名を委嘱

Ｂ
市内小中学校１２校において７名ず
つ計８４名を委嘱

Ｂ 学校教育課

3-11
スポーツ・レクリエーションの組
織充実・連携、指導者養成等

総合型地域スポーツクラブの推進、地域ス
ポーツ指導者養成講習会の実施、スポー
ツ・健康についての広報活動を充実しま
す。

継続

・スポーツ推進委員会議（定例会議
５回、運営委員会　３回、研修会　１
回）
・市体育協会宿泊研修会　１回
･地域スポーツ指導者養成講習会
２回

Ｂ

・スポーツ推進委員会議（定例会義
５回、運営委員会　３回、研修会　１
回）
・市体育協会宿泊研修会　１回
･スポーツ教室　２回

Ｂ 体育振興課

3-12
★（新）学校支援地域本部事
業

学校、家庭、地域住民等がそれぞれの役
割と責任を自覚し、地域全体で教育に取り
組む体制をつくり、地域の教育力の向上を
図ります。

２２年度
１中学校
区で推進
会議設置

市内全中学校区で学校支援ボラン
ティアを募集
登録者数　６６６名

Ｂ
市内全中学校区で学校支援ボラン
ティアを募集
登録者数　７３５名

Ｂ 学校教育課

3-13 社会教育関係団体振興事業
社会教育に係わる団体への支援を行いま
す。

継続 助成金交付　１１，０２８千円 Ｂ 助成金交付　１０，８６２千円 Ｂ 生涯学習課
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実績値 評価 実績値 評価
担当課

Ｈ２４年度末 Ｈ２５年度末
ＮＯ 事業名（★は重点事業） 事業内容

Ｈ２６
年度
目標値
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Ⅳ　子育てを支援する生活環境の整備（４事業）

Ｂ評価：
３事業
Ｃ評価：
１事業

4-1 あんしん歩行エリアの整備

主に市街地の保育所、幼稚園、小学校、
住区基幹公園等があり、交通事故の多い
地域を「あんしん歩行エリア」に指定し、総
合的な事故抑止対策を実施します。

継続

・整備計画に基づき主要交差点への
右折レーン設置推進、通学路の側溝
の蓋掛け及び歩行帯のカラー舗装
工事等の実施
・工事
長浦駅前２丁目７号線　Ｌ＝４２０ｍ
・測量・設計
長浦駅前５丁目１１号線　Ｌ＝５５５ｍ

Ｃ

・整備計画に基づき、通学路の側溝
の蓋掛けと路肩を着色し歩行帯を確
保する舗装工事を行った
・工事
長浦駅５丁目１１号線　カラー舗装
Ｌ＝５４０m

Ｂ 土木建設課

4-2 安全な道路交通環境の整備

「あんしん歩行エリア」外の通学路を中心
に、歩道の整備を推進し、生活圏内の通
過車両進入と速度抑制のため、対策を実
施します。また市街地内の狭隘道路の拡
幅整備を行います。

継続

・川原井林線において、Ｈ２２年度末
に供用開始したバイパス区間の延伸
である、現道部拡幅整備としてＬ＝１
５０ｍの整備を実施
・三箇横田線は横田圃場整備区域
内における道路拡幅用地の買収に
向け、不動産鑑定を実施

Ｂ

・あんしん歩行エリア区域外の通学
路の交差点内の路面カラ－舗装　２
箇所
・川原井林線
県道南総昭和線と国道４０９号を結
ぶ連絡道として、整備を行った
道路改良舗装工事　Ｌ＝１８０ｍ
・三箇横田線
用地買収　９０１㎡
用地測量　３．１ha
不動産鑑定　　４箇所

Ｃ
都市整備課
土木管理課
土木建設課

4-3
「市交通バリアフリー基本構
想」での重点整備地区の整備

【長浦駅周辺】駅舎及び自由通路のバリア
フリー化・拡幅、エレベータ設置等を実施し
ます。【袖ケ浦駅周辺】区画整理事業の進
捗に合わせて駅南北自由通路の新設、並
びに駅舎のバリアフリー化を実施します。

継続

長浦駅周辺
・駅舎及び南北自由通路整備工事に
着手（Ｈ２４・２５・２６年度　３か年事
業）
袖ケ浦駅周辺
・駅舎及び南北自由通路整備に向け
た詳細設計委託を実施
袖ケ浦駅前線
・引続き、電線類地中化及びバリアフ
リー化に向け、車道舗装工事　Ｌ＝４
９０ｍ、信号機移設工事、街路灯詳
細設計、東電、ＮＴＴ引込管設備工事
委託を実施

Ｂ

・長浦駅周辺
駅舎及び南北自由通路整備工事に
着手。平成２６年２月２２日に一部供
用開始（Ｈ２４・２５・２６年度　３か年
事業）
・袖ケ浦駅周辺
駅舎及び南北自由通路整備工事に
着手（Ｈ２５・２６・２７年度　３か年事
業）
・袖ケ浦駅前線
照明灯設置　４５基
歩道舗装　Ｌ＝５５３ｍ

Ｂ 土木建設課

【基本目標】
・生活環境について、満足と感じる子育て世帯の割合を増やします。

【評価指標・・・Ｈ２５．５→Ｈ２６．８】
・道路・公園・交通機関等が安全で使いやすいと感じる割合：
　４１．１％→４１．５％（＋０．４％）
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実績値 評価 実績値 評価
担当課

Ｈ２４年度末 Ｈ２５年度末
ＮＯ 事業名（★は重点事業） 事業内容

Ｈ２６
年度
目標値
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4-4 公園・児童遊園の活用

袖ケ浦公園、百目木公園のバリアフリー
化、百目木公園プール改修、街区公園の
改築・遊具更新、児童遊園の適正管理等
により、子どもが遊びやすい環境の実現に
努めます。

継続

・袖ケ浦公園及び百目木公園の大型
複合遊具の改修
・百目木公園プールスライダー補修
・街区公園の老朽遊具更新

Ｂ
・蔵波公園園路等改修工事
・近隣公園、街区公園の老朽遊具修
繕及び樹木伐採

Ｂ 都市整備課
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実績値 評価 実績値 評価
担当課

Ｈ２４年度末 Ｈ２５年度末
ＮＯ 事業名（★は重点事業） 事業内容

Ｈ２６
年度
目標値
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Ⅴ　職業生活と家庭生活との両立の支援（４事業）

Ａ評価：
２事業
Ｂ評価：
２事業

5-1
（新）ワークライフバランスの環
境改善に向けた講演会等の開
催

地域の労働者、事業主、地域住民が仕事
と生活の調和の実現について考えるため
の講演会等の開催を検討します。

検討

・県男女共同参画センターに講師を
依頼し「ワークライフバランス」をテー
マとしたセミナー　１回開催
・会議　１２回開催

Ａ
・男女共同参画セミナー　１回　４２名
・県等が作成するパンフレットの配布

Ａ
子育て支援課
市民活動支援課
経済振興課

5-2
（新）子育てプレミアム券の発
行

三子以上の子育て家庭に、地元商店街が
プレミアム商品券を発行（市補助あり）する
ことについて検討します。

検討
商工会と連携し、平成２４年１０月に
実施　７６５世帯対象

Ａ
商工会と連携し、平成２５年１０月に
実施　７８４世帯対象

Ａ
子育て支援課
経済振興課

5-3 男女共同参画推進事業
男女が互いの人権を尊重し、共に支える
社会を目指して、フォーラム、セミナー、啓
発活動を実施します。

継続
・フォーラム　１回
・セミナー　２回
・情報誌発行

Ｂ

・男女共同参画セミナー　１回
・ＮＰＯ講座との共同開催　１回
・情報誌発行
・推進員の資質向上のため、県開催
のセミナーを受講するとともに他地域
との連携を図るため県の推進員活動
に参加

Ｂ 市民活動支援課

5-4
袖ケ浦市役所の特定事業主
行動計画策定と運用

特定事業主行動計画に基づき、仕事と家
庭を両立する職場環境の整備を推進しま
す。

継続
特定事業主行動計画の推進
・育児休業取得者　１８名
・部分休業取得者　７名

Ｂ
特定事業主行動計画の推進
・育児休業取得者　１９名
・部分休業取得者　９名

Ｂ 総務課

【基本目標】
・仕事と生活のバランスが図られていると感じる人を増やします。
・仕事・育児・プライベートの希望と現実の差をなくします。

【評価指標・・・Ｈ２５．５→Ｈ２６．８】
・仕事と生活の両立が図られていると感じる割合：
　５９．６％→６７．６％（＋８．０％）
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Ⅵ　子どもの安全の確保（１３事業）

Ｂ評価：
１３事業

6-1 交通安全教育指導事業
幼児、小・中学生に正しい交通ルールとマ
ナーが身につくよう交通安全教室を実施

継続

幼児・小・中学生
・実施回数　６１回
・受講者数　４，４９１名
保護者
・実施回数　３１回
・受講者数　１，８７２名

Ｂ

幼児・小・中学生
・実施回数　６３回
・受講者数　５，４９９名
保護者
・実施回数　３３回
・受講者数　１，７５０名

Ｂ 市民活動支援課

6-2 交通安全啓発事業
交通安全連絡協議会･交通安全母の会を
中心に交通安全啓発活動を実施

継続
・広報街頭活動　４９回
・啓発活動　１４回

Ｂ
・広報街頭活動　７５回
・啓発活動　１６回

Ｂ 市民活動支援課

6-3 交通防犯大会運営事業

警察、防犯協会、防犯指導員協議会、交
通安全連絡協議会、交通安全母の会等と
の共催で、交通事故防止・犯罪防止につ
いてのイベント開催

継続 実行委員会開催（イベントは中止） Ｂ １回開催　参加者　３６０名 Ｂ 市民活動支援課

6-4 自主防災活動
保育所（園）、幼稚園、学校等において、避
難訓練等を定期的に実施します。

継続

・保育所　年１２回（毎月）避難訓練を
実施
・学校　充実したマニュアルを整備す
るため、登下校中の災害や二次災害
に関するマニュアルを追加

Ｂ

・保育所　年１２回（毎月）避難訓練を
実施
・学校　充実したマニュアルを整備す
るため、登下校中の災害や二次災害
に関するマニュアルを追加

Ｂ
子育て支援課
学校教育課

6-5 不審者情報の提供
市民生活安全メール、ＦＡＸ、電話等で不
審者情報を市内子育て機関に提供しま
す。

継続
FAX及び生活安全メールにより各学
校及び市立幼稚園へ情報提供

Ｂ

FAX及び生活安全メールによる不審
者に関する情報提供（学校教育課か
ら小中学校及び市立幼稚園へ）
学校連絡メールの活用による不審者
に関する情報提供（小中学校及び市
立幼稚園から保護者等へ）

Ｂ
子育て支援課
学校教育課

6-6
市防犯関係団体、交通安全関
係団体との情報交換

防犯協会、防犯指導員協議会等、交通安
全連絡協議会、交通安全母の会等との情
報交換を行います。

継続
・防犯関係団体講習会等　４回
・交通関係団体講習会等　５回

Ｂ
・防犯関係団体講習会等　６回
・交通関係団体講習会等　５回

Ｂ 市民活動支援課

6-7
防犯ボランティア、交通安全ボ
ランティアの養成

防犯活動、交通安全活動の推進のため警
察と連携し、保護者や地域住民等によるボ
ランティアを養成します。

継続
・防犯　講習　４回、 研修　１回
・交通　講習　４回

Ｂ
・防犯　講習　６回、研修　２回
・交通　講習　５回

Ｂ 市民活動支援課

【評価指標・・・Ｈ２５．５→Ｈ２６．８】
・地域における防犯活動が活発であると感じる割合：
　４７．２％→５３．１％（＋５．９％）
・子どもに係る事故や犯罪が少なくなったと感じる割合：
　６２．６％→２５．４％（－３７．２％）

【基本目標】
・地域における防犯活動が活発であると感じる人を増やします。
・子どもに係る事故や犯罪が少なくなったと感じる人を増やします。
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6-8 各種パトロール
地域安全パトロール、学校安全パトロー
ル、交通安全パトロールを実施します。

継続

・市職員、防犯指導員、民間警備会
社、自主防犯組織のパトロール
・小学校下校時パトロール　１，０５０
回
・不審者対応訓練支援　１３校

Ｂ

・市職員、防犯指導員、民間警備会
社、自主防犯組織のパトロール
・下校時パトロール　１，０３８回
・不審者対応訓練支援　１３校

Ｂ
市民活動支援課
学校教育課
総合教育センター

6-9 各種防犯講習
保育所（園）、幼稚園等の保護者向け防犯
講習会、学校での子ども向け講習会を実
施します。

継続

・「保育所だより」により状況に応じて
啓発
・不審者対応訓練の実施
・スクールサポーターによる親子学
習実施

Ｂ

・「保育所だより」により状況に応じて
啓発
・不審者対応訓練の実施
・スクールサポーターによる親子学
習実施

Ｂ
子育て支援課
学校教育課

6-10
小中学校における児童生徒の
防犯講習会・啓発

警察と連携して小中学校で防犯講習会を
実施します。

継続
全小中学校及び市立幼稚園におい
てマニュアルを作成

Ｂ
・全小中学校及び市立幼稚園におい
てマニュアルを作成
・安全マップの活用

Ｂ 学校教育課

6-11 「子ども１１０番連絡所」
子どもの緊急避難場所の確保のため、市
内公共施設、商店、住宅等に設置していま
す。

継続 市内　４３２箇所 Ｂ 市内　４３２箇所 Ｂ 学校教育課

6-12
小中学生への携帯型防犯ブ
ザーの購入補助

小中学生のいる家庭の携帯型防犯ブザー
購入に対して補助を行います。

継続
新小学１年生及び市外からの転入生
の購入に対して助成

Ｂ
新小学１年生及び市外からの転入生
の購入に対して助成

Ｂ 学校教育課

6-13
被害に遭った子どもに対する
相談体制の強化

犯罪、いじめ、児童虐待等の被害に遭った
子どもの心のケア、保護者のカウンセリン
グ等につき、関係機関と連携し立ち直りを
支援します。

継続

・市内小中学校訪問
・君津児童相談所と連携
・スクールカウンセラーによるケアの
実施

Ｂ

・市内小中学校訪問
・君津児童相談所と連携
・スクールカウンセラーによるケアの
実施

Ｂ
子育て支援課
学校教育課
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Ⅶ　要支援児童への対応などきめ細かな取り組みの推進（２３事業）

Ｂ評価：
２３事業

7-1
市児童福祉支援対策地域協
議会の充実

児童虐待対応のために法定協議会を設置
し（平成19年度)、代表者会議、実務者会
議、個別支援会議を定期的に開催します。
保育所等子育て関係機関との連携（保育
アクションプログラム）を図ります。

継続

・代表者会議　２回
・実務者会議　１２回
・個別支援会議　２１回
・駅頭啓発等の実施

Ｂ
・代表者会議　２回
・実務者会議　１２回
・個別支援会議　１７回

Ｂ 子育て支援課

7-2 児童虐待に対する相談の充実
家庭児童相談員による定例相談（週３日）
及び、必要に応じ家庭訪問を実施します。

継続
・家庭児童相談員による相談及び家
庭訪問
・新規相談受付　１３０件

Ｂ
・家庭児童相談員による相談及び家
庭訪問
・新規相談受付　１１７件

Ｂ 子育て支援課

7-3
児童相談所との連携による児
童虐待予防体制の強化

実務者会議による定例の情報交換・状況
確認と、解決困難ケースについての援助
依頼等を行います。

継続

・児童相談所と情報交換
・新規虐待受理  ４２件
・実務者会議　１２回
・援助依頼　５件
・送致　４件

Ｂ

・児童相談所と情報交換
・新規虐待受理  ３０件
・実務者会議　   １２回
・援助依頼　　    　０件
・送致　　　　　    　４件

Ｂ 子育て支援課

7-4
児童虐待防止マニュアルの作
成と関係機関における運用の
徹底

虐待ケース取扱いのマニュアルを作成し、
定期的見直しと、運用徹底に努めます。

継続 マニュアル運用 Ｂ

県内市町村で統一された支援体制を
継続していくため、平成２６年１月に
作成された「千葉県子ども虐待対応
マニュアル」を活用

Ｂ 子育て支援課

7-5
民生児童委員、主任児童委員
の活用による児童虐待防止

地域情報の共有を図るため、定期的に会
議を開催し、保育所等子育て関係機関と
の連携（保育アクションプログラム）を図り
ます。

継続
主任児童委員を中心として例月会議
を開催
・ネットワークの会　１２回

Ｂ
主任児童委員を中心として例月会議
を開催
・ネットワークの会　１２回

Ｂ 子育て支援課

7-6

母子家庭自立支援教育訓練
費助成事業・母子家庭就業支
援高等技能訓練促進給付金
支給事業

就業のための教育訓練の一部を助成し、
自立を支援します。

継続
・自立支援教育　０名
・高等技能訓練　２名

Ｂ
・自立支援教育　０名
・高等技能訓練　１名

Ｂ 子育て支援課

7-7
母子自立支援員による母子家
庭等の親に対する自立就業相
談

母子家庭の母等の自立就業相談等を実施
します。

継続 相談・助言　相談件数　１３２件 Ｂ 相談・助言　相談件数　９３件 Ｂ 子育て支援課

7-8 児童扶養手当の支給
児童扶養手当法に基づき、母子家庭等に
支給します。平成22年度からは父子家庭
にも制度を拡大します。

拡充
・母子家庭　延べ５，３７０名
・父子家庭　延べ１５６名

Ｂ
・母子家庭　延べ５，２５８名
・父子家庭　延べ１３９名

Ｂ 子育て支援課

7-9
ひとり親家庭等医療費等の助
成

ひとり親家庭等が保険適用医療を受けた
際の自己負担額の一部を助成します。

継続 延べ６０８名 Ｂ 延べ４２６名 Ｂ 子育て支援課

【評価指標・・・Ｈ２５．５→Ｈ２６．８】
・子どもを地域全体で見守る取り組みが進んでいると感じる割合：
　２７．５％→３１．４％（＋３．９％）

【基本目標】
・子どもを地域全体で見守っていると感じる人を増やします。
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7-10
母子（寡婦）福祉資金・母子及
び寡婦生活援護資金の貸付

福祉資金・生活援護資金の貸付を行いま
す。

継続
母子自立支援員が相談に応じ県が
貸付　３件

Ｂ
母子自立支援員が相談に応じ県が
貸付　８件

Ｂ 子育て支援課

7-11
要保護・準要保護児童生徒に
援助費の支給

経済的理由で就学困難な児童生徒に学用
品費等を支給します。

継続

・要保護　小学１７名、中学８名
・準要保護　小学２２３名、中学１５９
名
・計４０７名を認定し就学援助費を支
給

Ｂ

・要保護　小学１５名、中学８名
・準要保護　小学２４４名、中学１７０
名
・計４３７名を認定し就学援助費を支
給

Ｂ 学校教育課

7-12 母子生活支援施設への入所
母子家庭の母等が、経済的理由等により
児童の監護が十分できない場合、施設へ
の入所を図ります。

継続 入所　２件 Ｂ 入所　１件 Ｂ 子育て支援課

7-13 療育相談
君津健康福祉センターにおける運動機能
面に関する相談を実施します。

継続 相談回数　１２回（袖ケ浦市分） Ｂ 相談回数　１２回（袖ケ浦市分） Ｂ 障害者支援課

7-14
放課後児童健全育成事業での
障害児受入れ

障害児受入れクラブに補助金を加算しま
す。

継続
障害児を受け入れたクラブに補助金
を加算
５クラブ　５，３０９，１２５円

Ｂ
障害児を受け入れたクラブに補助金
を加算
４クラブ　６，３４４，２６６円

Ｂ 子育て支援課

7-15 通級による指導
軽度の言語障害がある児童に、通級指導
教室での指導を実施します。

継続
昭和小・平岡小・蔵波小の３校に言
語通級指導教室、長浦小にLD等の
通級指導教室開設

Ｂ

昭和小・平岡小・蔵波小の言語通級
指導教室で７３名の指導を行った。ま
た、長浦小のＬＤ等の通級指導教室
で、２１名の指導を行った

Ｂ 学校教育課

7-16 特別支援教員活用事業
ＡＤＨＤ、ＬＤ、高機能自閉症など、特別に
支援の必要な児童生徒を指導するため、
特別支援教員を配置します。

継続
全小中学校各１名ずつ（奈良輪小、
根形中、蔵波中２名）計１５名配置

Ｂ
全小中学校各１名ずつ（根形小、蔵
波小、根形中２名）計１５名配置

Ｂ 学校教育課

7-17 特別児童扶養手当等の支給
特別児童扶養手当、障害児福祉手当、心
身障害児福祉手当を支給します。

継続
・特別児童扶養手当　１００名（県か
ら）支給

Ｂ
・特別児童扶養手当　１００名（県か
ら）支給

Ｂ 障害者支援課

7-18
重度心身障害者（児）医療費
等の支給

保険適用自己負担分を支給します。 継続 延べ４，８３０名に支給 Ｂ 延べ４，８８３名に支給 Ｂ 障害者支援課

7-19
障害児在宅福祉サービスの提
供

障害のある子どもが住み慣れた地域で生
活できるよう、（児童）居宅介護、（児童）デ
イサービス、（児童）短期入所を実施しま
す。

継続

・居宅介護　４，３４９時間
・日中一時　４６４名
・短期入所　１１１名
・放課後等デイ　６５８名
・児童発達支援 　２８２名

Ｂ

・居宅介護　延べ３３３名
・日中一時　延べ２，２１２名
・短期入所　延べ５４４名
・放課後等デイ　延べ１，３１８名
・児童発達支援  延べ５５８名

Ｂ 障害者支援課

7-20
心身障害児の更生施設、療護
施設への入所

家庭での養育困難な子どもについて、児
童相談所と連携して入所を支援します。

継続 入所支援 Ｂ 入所支援 Ｂ 子育て支援課
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7-21 特別支援連携協議会
特別に支援の必要な幼児、児童、生徒に
対して、医療、福祉、教育等の関係機関が
連携し、総合的な支援体制を整備します。

継続 特別支援連携協議会　２回 Ｂ 特別支援連携協議会　２回 Ｂ 学校教育課

7-22
特別支援連携協議会専門家
チーム

特別に支援の必要な幼児・児童・生徒に対
する望ましい教育的対応を検討します。

継続 専門家チーム会議　３回 Ｂ 専門家チーム会議　３回 Ｂ 学校教育課

7-23 巡回相談員の派遣
幼・保・小・中・高を巡回し、特別に支援の
必要な幼児、児童、生徒への指導内容、
方法に関する助言を実施します。

継続 派遣回数　３８回 Ｂ 派遣回数　４９回 Ｂ 学校教育課

※【評価指標】
　　平成２５年５月実施の「子育てアンケート」（小学生以下の子を持つ保護者４６３名回答）の結果
　　平成２６年８月実施の「子育てアンケート」（小学生以下の子を持つ保護者３４７名回答）の結果
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１ 

 

「袖ケ浦市子育てアンケート」の調査結果について 

１．調査目的 

 次世代育成支援行動計画の事業評価について、個別事業レベルの進捗状況（アウ
トプット）に加え、個別事業を束ねた施策レベル、計画レベルの進捗状況（アウト
カム）も経年的に測定することで、利用者の視点に立った柔軟かつ総合的な子育て
支援施策の取り組みを検討していくために実施したものである。 
 

２．調査概要 

（１）調査対象 小学校在学生までの保護者１，０００人 
（２）抽出方法 平成２６年７月２４日時点の住民基本台帳より無作為抽出 
        （ただし、平成２５年度調査対象者は除く） 
（３）調査方法 郵送配布・回収 
（４）調査時期 平成２６年８月８日（金）～８月２８日（木） 
（５）地区別配布数 
地区 昭和 長浦 根形 平岡 中富 計 

配布数 ３１３人 ４５９人 ６３人 ９０人 ７５人 1,000人
対象者数 1,396人 1,969人 328人 291人 295人 4,279人
配布率 ２２．４％ ２３．３％ １９．２％ ３０．９％ ２５．４％ ２３．４％
 

３．回収状況 

 回収数 ３４７人（回収率３４．７％） 
 
【参考】過去の子育てアンケート調査 
（１）平成２１年１月中旬～２月 次世代育成支援に関するニーズ調査 
・就学前児童保護者 郵送配布１，０００人、回収数６３２人（63.2％） 
・小学校在学保護者 学校配布１，３０２人、回収数１，１７４人（90.2％） 

（２）平成２２年９月中旬～１０月５日 子育てアンケート 
  ・小学校在学生までの保護者 郵送配布７５６人、回収数４６０人（60.8％） 
（３）平成２４年７月１２日～３１日 子育てアンケート 
  ・小学校在学生までの保護者 郵送配布１，０００人、回収数３８７人（38.7％） 
（４）平成２５年５月２８日～６月１９日 子育てアンケート 
  ・小学校在学生までの保護者 郵送配布１，０００人、回収数４６３人（46.3％） 
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２ 

４．調査結果について 

（１）属性 

  ①性別 
   設問Ｑ１：あなたの性別は？ 
    男性 ４６人（13.3％）、女性 ３００人（86.5％）、無回答 １人（0.3％） 
 
  ②地区 
   設問Ｑ２：あなたは、どちらの地区にお住まいですか。 
   昭和 １２５人（36.0％）、長浦 １３１人（37.8％）、根形 ２０人（5.8％）、 
   平岡 ４３人（12.4％）、中富 ２５人（7.2％）、無回答 ３人（0.9％） 

 
  ③子の就学状況 
   設問Ｑ３：あなたのお子さまは、現在、小学校入学前ですか。小学校在学中

ですか。 
    入学前 ９５人（27.4％）、在学中 ２１４人（61.7％）、 

両方  ３７人（10.7％）、無回答 １人（0.3％） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



３ 

（２）目指す方向性に対する調査結果 

①基本目標 Ⅰ 地域における子育て支援 

目指す方向性 
 
 
 
設問Ｑ４：あなたは、自分にとって子育てを楽しいと感じることが多いと思います

か。それとも辛いと感じることが多いと思いますか。 

楽しいと感じるほ

うが多い

２１２人

６１．１％

同じくらい

９８人

２８．２％

辛いと感じるほう

が多い

２５人

７．２％

わからない

７人

２．０％

その他

４人

１．２％

無回答

１人

０．３％

 
 

選択肢 
２５年５月 ２６年８月 比較 

選択者(人) 割合(％) 選択者(人) 割合(％) 割合(％) 
楽しいと感じる
ほうが多い ２５９ ５５．８ ２１２ ６１．１ ５．３ 

同じくらい １６２ ３５．０ ９８ ２８．２ △６．８ 

辛いと感じるほ
うが多い ２１ ４．５ ２５ ７．２ ２．７ 

わからない １２ ２．６ ７ ２．０ △０．６ 
その他 ７ １．５ ４ １．２ △０．３ 

無回答 ２ ０．４ １ ０．３ △０．１ 
計 ４６３ ３４７   

 

■子育てに関して不安感や負担感を持つ保護者を減少させます。（Ｉ－１） 



４ 

①基本目標 Ⅰ 地域における子育て支援 

目指す方向性 
 
 
 
設問Ｑ４－２：上記で「ｃ 辛いと感じることが多い」と回答した方はあてはまる
ものすべてに○をつけてください。（複数回答） 

１５人

１５人

１２人

７人

８人

４人

1

0 2 4 6 8 10 12 14 16

時間に追われる

心配ごとが多い

自分は子育てに向いていないと思う

家族の協力がない

他にやることがある

その他

無回答

 
 

選択肢 
２５年５月 ２６年８月 比較 

選択者(人) 割合(％) 選択者(人) 割合(％) 割合(％) 
※辛いと感じる ※２１ ※２５  
時間に追われる １４ ６６．７ １５ ６０．０ △６．７
心配ごとが多い １３ ６１．９ １５ ６０．０ △１．９
自分は子育てに
向いていないと
思う 

１０ ４７．６ １２ ４８．０ ０．４

家族の協力がな
い ９ ４２．９ ７ ２８．０ △１４．９

他にやることが
ある ７ ３３．３ ８ ３２．０ △１．３

その他 ５ ２３．８ ４ １６．０ △７．８

無回答 ０ ０ １ ４．０ ４．０

■子育てに関して不安感や負担感を持つ保護者を減少させます。（Ｉ－１） 



５ 

①基本目標 Ⅰ 地域における子育て支援 
目指す方向性 
 
 
 
設問Ｑ５：あなたは、子育てについて、気軽に相談できる人がいますか。 

選択肢 
２５年５月 ２６年８月 比較 

選択者(人) 割合(％) 選択者(人) 割合(％) 割合(％) 
いる ４３５ ９３．９ ３２３ ９３．１ △０．８ 
いない ２８ ６．１ ２４ ６．９ ０．８ 

計 ４６３ ３４７   
設問Ｑ５－２：「ａ いる」と回答した方は、あてはまるものすべてに○をつけてく

ださい。（複数回答） 

２８８人

２３６人

１２人

４人

７５人

１２人

１１人

0 50 100 150 200 250 300 350

親や家族

友人・近所の人

子育て支援団体

行政機関

保育所、幼稚園、学校の先生

その他

無回答

 

選択肢 
２５年５月 ２６年８月 比較 

選択者(人) 割合(％) 選択者(人) 割合(％) 割合(％) 
※相談相手がい
る 

※４３５ ※３２３   

親や家族 ３９８ ９１．５ ２８８ ８９．２ △２．３ 

友人・近所の人 ３１７ ７２．９ ２３６ ７３．１ ０．２ 
子育て支援団体 １６ ３．７ １２ ３．７ ０．０ 
行政機関 １０ ２．３ ４ １．２ △１．１ 

保育所、幼稚園、
学校の先生 １１２ ２５．７ ７５ ２３．２ △２．５ 

その他 １５ ３．４ １２ ３．７ ０．３ 
無回答 ５ １．１ １１ ３．４ ２．３ 

■子育てが地域の人に支えられていると感じる割合を増やします。（Ⅰ－２） 



６ 

①基本目標 Ⅰ 地域における子育ての支援 
目指す方向性 
 
 
 
 
設問Ｑ６：あなたは、お子さまが、幼稚園や保育所、学校での生活以外で、こども

同士の交流、他の世代との交流ができる機会、場所を持てていると感じ
ていますか。 

感じている

６８人

１９．６％

まあ感じている

１４５人

４１．８％

あまり感じてい

ない

８８人

２５．４％

感じていない

４２人

１２．１％

無回答

４人

１．２％

 
 

選択肢 
２５年５月 ２６年８月 比較 

選択者(人) 割合(％) 選択者(人) 割合(％) 割合(％) 
感じている ７６ １６．５ ６８ １９．６ ３．１ 
まあ感じている １７６ ３８．１ １４５ ４１．８ ３．７ 

あまり感じてい
ない 

１４５ ３１．３ ８８ ２５．４ △５．９ 

感じていない ６５ １４．０ ４２ １２．１ △１．９ 
無回答 １ ０．２ ４ １．２ １．０ 

計 ４６３  ３４７   
 
 
 

■「放課後や休日を子どもが有意義に過ごしている」と感じる保護者を増やします。
（Ⅰ－３） 



７ 

②基本目標 Ⅱ 母性並びに乳幼児等の健康の確保及び増進 

目指す方向性 
 
 
 
設問Ｑ７：お子さまの妊娠中や出産時、出産後の経過を振りかえって子どもを生み

育てやすいと感じていますか。 

感じている

５２人

１５．０％

まあ感じている

１９０人

５４．８％

あまり感じてい

ない

７６人

２１．９％

感じていない

２４人

６．９％

無回答

５人

１．４％

 
 

選択肢 
２５年５月 ２６年８月 比較 

選択者(人) 割合(％) 選択者(人) 割合(％) 割合(％) 
感じている ５９ １２．８ ５２ １５．０ ２．２ 
まあ感じている ２４３ ５２．６ １９０ ５４．８ ２．２ 

あまり感じてい
ない 

１３７ ２９．６ ７６ ２１．９ △７．７ 

感じていない ２０ ４．３ ２４ ６．９ ２．６ 
無回答 ４ ０．９ ５ １．４ ０．５ 

計 ４６３  ３４７    

 
 
 

■妊娠・出産・健診の経過に対する満足度を上昇します。（Ⅱ－１） 



８ 

②基本目標 Ⅱ 母性並びに乳幼児等の健康の確保及び増進 

目指す方向性 
 
 
 
設問Ｑ８：あなたは、お子さまが、健康的な食生活を身につけていると感じていま

すか。 

感じている

６６人

１９．０％

まあ感じている

２０７人

５９．７％

あまり感じてい

ない

６５人

１８．７％

感じていない

７人

２．０％

無回答

２人

０．６％

 
 

選択肢 
２５年５月 ２６年８月 比較 

選択者(人) 割合(％) 選択者(人) 割合(％) 割合(％) 
感じている ５８ １２．５ ６６ １９．０ ６．５ 
まあ感じている ２７５ ５９．３ ２０７ ５９．７ ０．４ 

あまり感じてい
ない 

１１９ ２５．７ ６５ １８．７ △７．０ 

感じていない １０ ２．２ ７ ２．０ △０．２ 
無回答 １ ０．２ ２ ０．６ ０．４ 

計 ４６３  ３４７    
 
 
 
 
 

■子どもが健康的な食生活を身に付けていると感じる割合を増やします。（Ⅱ－２）



９ 

③基本目標 Ⅲ 子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備 

目指す方向性 
 
 
 
 
設問Ｑ９：あなたは、お子さまが主体的に生きていくための力の育成に向けて、地

域や学校などの教育環境が整備されていると感じますか。 

感じている

４５人

１３．０％

まあ感じている

１８２人

５２．４％

あまり感じてい

ない

９７人

２８．０％

感じていない

１７人

４．９％

無回答

６人

１．７％

 
 

 
 
 

選択肢 
２５年５月 ２６年８月 比較 

選択者(人) 割合(％) 選択者(人) 割合(％) 割合(％) 
感じている ４５ ９．７ ４５ １３．０ ３．３ 

まあ感じている ２６８ ５８．０ １８２ ５２．４ △５．６ 
あまり感じてい
ない １３６ ２９．４ ９７ ２８．０ △１．４ 

感じていない ９ １．９ １７ ４．９ ３．０ 

無回答 ５ １．１ ６ １．７ ０．６ 
計 ４６３  ３４７    

■子どもの生きる力の育成に向けた地域の教育環境が整備されていると感じる
人を増やします。（Ⅲ－１） 



１０ 

③基本目標 Ⅲ 子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備 

目指す方向性 
 
 
 
 
設問Ｑ１０：あなたは、お子さまが自然体験、社会体験、文化体験などをしやすい

環境であると感じていますか。 

感じている

５４人

１５．６％

まあ感じている

１７０人

４９．０％

あまり感じてい

ない

１００人

２８．８％

感じていない

１９人

５．５％

無回答

４人

１．２％

 
 

選択肢 
２５年５月 ２６年８月 比較 

選択者(人) 割合(％) 選択者(人) 割合(％) 割合(％) 
感じている ５１ １１．０ ５４ １５．６ ４．６ 
まあ感じている ２４４ ５２．８ １７０ ４９．０ △３．８ 

あまり感じてい
ない 

１５２ ３２．８ １００ ２８．８ △４．０ 

感じていない １４ ３．０ １９ ５．５ ２．５ 
無回答 ２ ０．４ ４ １．２ ０．８ 

計 ４６３  ３４７    

 
 
 

■子どもが自然・社会・文化などの体験をしやすい環境であると感じる人を増
やします。（Ⅲ－２） 



１１ 

④基本目標 Ⅳ 子育てを支援する生活環境の整備 

目指す方向性 
 
 
 
設問Ｑ１１：あなたは、お子さまにとって、またお子さまとの外出に際し、道路（歩

道）、公園、遊び場（児童遊園）、交通機関、公共的建物等が、安全で
使いやすいと感じていますか。 

感じている

２１人

６．１％

まあ感じている

１２３人

３５．４％

あまり感じてい

ない

１４５人

４１．８％

感じていない

５５人

１５．９％

無回答

３人

０．９％

 
 

選択肢 
２５年５月 ２６年８月 比較 

選択者(人) 割合(％) 選択者(人) 割合(％) 割合(％) 
感じている ２５ ５．４ ２１ ６．１ ０．７ 
まあ感じている １６５ ３５．７ １２３ ３５．４ △０．３ 

あまり感じてい
ない 

２０７ ４４．７ １４５ ４１．８ △２．９ 

感じていない ６３ １３．６ ５５ １５．９ ２．３ 
無回答 ３ ０．６ ３ ０．９ ０．３ 

計 ４６３  ３４７    

 
 
 
 

■生活環境について、満足と感じる子育て世帯の割合を増やします。（Ⅳ－１）



１２ 

⑤基本目標 Ⅴ 職業生活と家庭生活との両立の支援 

目指す方向性 
 
 
 
 
設問Ｑ１２：あなたの現在の就労状況について、該当する方（ａ 就労している、

ｂ 就労していない）に○をつけてください。 

選択肢 
２５年５月 ２６年８月 比較 

選択者(人) 割合(％) 選択者(人) 割合(％) 割合(％) 
就労している ２５６ ５５．３ ２３５ ６７．７ １２．４ 
就労していない ２０４ ４４．１ １１１ ３２．０ △１２．１ 

無回答 ３ ０．６ １ ０．３ △０．３ 
計 ４６３  ３４７    
設問Ｑ１２－２：「ａ 就労している」と回答した方にお伺いします。 
        あなたは、仕事と生活（家事、育児、プライベートの時間等）の

両立が図られていると感じますか。 

感じている

３７人

１５．７％

まあ感じている

１２２人

５１．９％

あまり感じていな

い

６３人

２６．８％

感じていない

１３人

５．５％

 
 

選択肢 
２５年５月 ２６年８月 比較 

選択者(人) 割合(％) 選択者(人) 割合(％) 割合(％) 
（就労している） （２５６）  （２３５）   

感じている ４０ １５．６ ３７ １５．７ ０．１ 
まあ感じている １１３ ４４．０ １２２ ５１．９ ７．９ 
あまり感じてい
ない 

７４ ２８．９ ６３ ２６．８ △２．１ 

感じていない ２８ １０．９ １３ ５．５ △５．４ 
無回答 １ ０．４ ０ ０．０ △０．４ 

■仕事と生活のバランスが図られていると感じる人を増やします。（Ⅴ－１） 
■仕事・育児・プライベートの希望と現実の差をなくします。（Ⅴ－２） 



１３ 

⑥基本目標 Ⅵ 子どもの安全の確保 

目指す方向性 
 
 
 
設問Ｑ１３：あなたは、地域における防犯活動が活発であると感じていますか。 

感じている

３７人

１０．７％

まあ感じている

１４７人

４２．４％

あまり感じてい

ない

１２７人

３６．６％

感じていない

３５人

１０．１％

無回答

１人

０．３％

 
 

選択肢 
２５年５月 ２６年８月 比較 

選択者(人) 割合(％) 選択者(人) 割合(％) 割合(％) 
感じている １７ ３．７ ３７ １０．７ ７．０ 
まあ感じている ２０１ ４３．５ １４７ ４２．４ △１．１ 

あまり感じてい
ない 

２０１ ４３．４ １２７ ３６．６ △６．８ 

感じていない ４０ ８．６ ３５ １０．１ １．５ 
無回答 ４ ０．９ １ ０．３ △０．６ 

計 ４６３  ３４７    

 
 
 
 
 
 

■地域における防犯活動が活発であると感じる人を増やします。（Ⅵ－１） 



１４ 

⑥基本目標 Ⅵ 子どもの安全の確保 

目指す方向性 
 
 
 
設問Ｑ１４：あなたは、地域において子どもに係る事故や犯罪が増加していると感

じていますか。 

感じている

１５２人

４３．８％

まあ感じている

１０６人

３０．５％

あまり感じてい

ない

７１人

２０．５％

感じていない

１７人

４．９％

無回答

１人

０．３％

 
 

選択肢 
２５年７月 ２６年８月 比較 

選択者(人) 割合(％) 選択者(人) 割合(％) 割合(％) 
感じている ４３ ９．４ １５２ ４３．８ ３４．５ 
まあ感じている １２６ ２７．３ １０６ ３０．５ ３．３ 

あまり感じてい
ない 

２６１ ５６．３ ７１ ２０．５ △３５．９ 

感じていない ２９ ６．３ １７ ４．９ △１．４ 
無回答 ４ ０．８ １ ０．３ △０．５ 

計 ４６３ ３４７    
 
 
 
 
 

■子どもに係る事故や犯罪が少なくなったと感じる人を増やします。（Ⅵ－２）



１５ 

⑦基本目標 Ⅶ 要支援児童への対応などきめ細かな取組みの推進 

目指す方向性 
 
 
 
設問Ｑ１５：あなたは、児童の虐待の防止など、子どもを地域全体で見守る取組み

が進んでいると感じていますか。 

感じている

１６人

４．６％

まあ感じている

９３人

２６．８％

あまり感じてい

ない

１９０人

５４．８％

感じていない

４８人

１３．８％

 
 

選択肢 
２５年５月 ２６年８月 比較 

選択者（人） 割合（％） 選択者（人） 割合（％） 割合（％） 
感じている １０ ２．２ １６ ４．６ ２．４ 
まあ感じている １１７ ２５．３ ９３ ２６．８ １．５ 

あまり感じてい
ない 

２７１ ５８．５ １９０ ５４．８ △３．７ 

感じていない ５８ １２．５ ４８ １３．８ １．３ 
無回答 ７ １．５ ０ ０．０ △１．５ 

計 ４６３  ３４７    

 
 
 
 
 

■子どもを地域全体で見守っていると感じる人を増やします。（Ⅶ－１） 



１６ 

（３）自由意見 

設問：安心して子育てができる社会の実現に向けて、ご意見やご要望などを自由に
お書きください。（項目で分類：複数回答） 

２２人

４人

１２人

５人

４６人

３８人

１９人

１２人

９人

１１人

９人

３人

１人

１４人

６人

１１人

２人

７人

３人

０人

１１人

0人

７３人

１０人

３５人

0 20 40 60 80

屋外の遊び場の拡充

屋内の遊び場の設置

交流の機会づくり

交流のための場所づくり

交通安全のための施策の充実

生活安全のための施策の充実

保育体制の充実

多様な保育サービスの実施

学童保育体制の充実

職業生活と子育ての両立支援

子育てへの助成の拡充

保育料負担の軽減

子ども連れに配慮した公共的施設の改善

子どもや子育てを見守れる意識づくり

子育て相談の充実

子育てに関する情報提供の充実

保健・医療の充実

教育内容への要望

幼稚園体制の充実

学校の増置

教育体制の向上

放射能対策

その他行政施策の改善

その他行政への苦情

その他

 

 



１７ 

項目 
２５年５月 ２６年８月 比較 

該当（人） 割合（％） 該当（人） 割合（％） 割合（％）
※回収数 ４６１  ３４７   

※記入 １８３ ３９．７ １６６ ４７．８ ８．１ 

※無記入 ２７８ ６０．３ １８１ ５２．２ △８．１ 

      

交通安全のための施策の充実 ３６ ７．８ ４６ １３．３ ５．５ 

生活安全のための施策の充実 ２３ ５．０ ３８ １１．０ ６．０ 

      

保育体制の充実 １８ ３．９ １９ ５．５ １．６ 

多様な保育サービスの実施 ３ ０．７ １２ ３．５ ２．８ 

学童保育体制の充実 ８ １．７ ９ ２．６ ０．９ 

職業生活と子育ての両立支援 ６ １．３ １１ ３．２ １．９ 

      

子育てへの助成の拡充 ７ １．５ ９ ２．６ １．１ 

保育料負担の軽減 ５ １．１ ３ ０．９ △０．２ 

      

子ども連れに配慮した公共的施設の改善 ３ ０．７ １ ０．３ △０．４ 

子どもや子育てを見守られる意識づくり ９ ２．０ １４ ４．０ ２．０ 

子育て相談の充実 ３ ０．７ ６ １．７ １．０ 

子育て関する情報提供の充実 ９ ２．０ １１ ３．２ １．２ 

保健・医療の充実 ５ １．１ ２ ０．６ △０．５ 

      

教育内容への要望 ４ ０．９ ７ ２．０ １．１ 

幼稚園体制の充実 ５ １．１ ３ ０．９ △０．２ 

学校の増置 １ ０．２ ０ ０．０ △０．２ 

教育体制の向上 ２ ０．４ １１ ３．２ ２．８ 

      

放射能対策 ０ ０．０ ０ ０．０ ０．０ 

その他行政施策の改善 １３ ２．８ ７３ ２１．０ １８．２ 

その他行政への苦情 ４ ０．９ １０ ２．９ ２．０ 

その他 ３５ ７．６ ３５ １０．１ ２．５ 

 



【修正版】

ＮＯ 事　業　名 事　　　業　　　内　　　容

1-1
子ども・子育て家庭・地
域住民等の交流の場の確
保

・そでがうらこども館を開設
子育て家庭に対する相談、交流の場として、子育て支援セン
ターを開設し、ファミリーサポートセンターを併設

1-2

放課後児童クラブ（長浦
小学校区）の新設、蔵波
小学校区クラブの分離新
設

長浦第二放課後児童クラブを開設

1-11 その他の保育サービス

・子育て短期支援事業を開始
保護者が疾病などの理由により児童を養育することが一時的に
困難となった場合などに、短期入所生活援助や夜間養護などを
行う

1-13 放課後児童健全育成事業 クラブ助成　市内１２→１３クラブ

1-17 各種相談
従前のいじめ・不登校などの相談内容に加え、発達障害により
就園・就学などに不安や悩みを抱える保護者に対応するための
相談員を配置

1-18 待機児童解消のための保育所整備 Ｈ２７年４月の私立保育園開設に向け、建設中

1-19 通常保育 公立保育所の人的強化（正規職員２名増）

3-7 スクールカウンセラー活用事業

児童生徒、保護者、教師に対し、より専門的な見地から相談・
助言を行い、いじめや不登校をはじめとする生徒指導上の問題
の予防・改善を図るためスクールカウンセラーを配置

4-3
「市交通バリアフリー基
本構想」での重点整備地
区の整備

・袖ケ浦駅舎及び南北自由通路整備（Ｈ２６年１０月一部供用
開始）
・長浦駅舎及び南北自由通路整備（Ｈ２６年２月一部供用開始
済）

7-16 特別支援教員活用事業 小・中学校の特別支援教員を１名増員し、障害のある児童・生
徒の学習の補助、生活の支援などを行う

平成２６年度　子育て環境推進の拡充内容について

資料１－５



 

 

 

（３）次世代育成支援行動計画部分（案）について 

 

第５章 次世代育成支援行動計画施策と事業（案） 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成２６年１１月 

 

※暫定版です。今後調整のうえ変更があります。 

※１２月１１日（木）の『子ども・子育て支援会議』にて最終案をお示しする予定です。 

資料 ２ 



 



 

１ 

袖ケ浦市子育て応援プラン（案） 

（子ども・子育て支援事業計画、次世代育成支援行動計画） 

３ 施策の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本理念：「自立と協働」 

子どもとその家庭、それを支える地域の人々の笑顔のかがやくまちをめざして 

【サービス提供の見込みと確保の方策】（子ども・子育て支援事業計画） 

１ 教育・保育提供区域の設定 

２ 子ども・子育て支援事業計画に定める新サービス 

３ 国の定める推計の項目と量の見込み 

４ サービス提供の見込みと確保の方策 

 ○幼児期の学校教育・保育（平日日中の教育・保育） 

   ○地域子ども・子育て支援事業の見込み 

 

【施策と事業】（次世代育成支援行動計画） 

Ⅰ 地域における子育ての支援 

１ 地域における子育て支援サービスの充実 

２ 保育サービスの充実 

３ 地域における子育て支援ネットワークづくり 

４ 子どもの健全育成 

Ⅱ 母性並びに乳幼児等の健康の確保及び増進 

１ 妊産婦・乳幼児に関する切れ目のない保健対策の充実 

２ 学童期・思春期から成人期に向けた保健対策の充実 

３ 食育等の推進 

４ 子どもの健やかな成長を見守る地域づくり 

Ⅲ 子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備 

１ 次代の親の育成 

２ 子どもの生きる力の育成に向けた学校の教育環境等の整備 

３ 家庭や地域の教育力の向上 

４ 子どもを取り巻く有害環境対策の推進 

Ⅳ 子育てを支援する生活環境の整備 

１ 安全な道路交通環境の整備 

２ 安心して外出できる環境の整備 

Ⅴ 職業生活と家庭生活との両立の支援 

１ 仕事と生活の調和の実現のために働き方の見直し等 

２ 仕事と子育ての両立の推進 

Ⅵ 子どもの安全の確保 

１ 子どもの交通安全を確保するための活動の推進 

２ 子どもを犯罪等の被害から守るための活動の推進 

３ 被害にあった子どもの保護の推進 

Ⅶ 要支援児童への対応などきめ細かな取り組みの推進 

１ 児童虐待防止対策の充実 

２ 母子家庭等の自立支援の推進 

３ 障害児施策の実施 



 

２ 

Ⅰ 地域における子育ての支援 

 

目指す方向性 
 

 

 

 

 

 

 

【目標を実現するための取り組み】 

家 庭 
（自助） 

●子どもにとって、最も身近で大事な子育ち環境は家庭であることを自覚し、

子どもの健全育成に努めます。 

地 域 
（共助） 

●協働して地域の子どもの健全育成に努めます。 

●地域芸能文化やふるさとの歴史等を子どもに伝えていきます。 

行 政 
（公助） ●子育て環境の現状をたえず把握し、必要な施策を展開します。 

 

１ 地域における子育て支援サービスの充実 

昨今では、少子化や都市化・核家族化が進行し、また、女性の社会進出が進む中で、

育児を主に担っている母親の負担感が増していることから、子ども・子育て支援事業計

画に従い、子育て支援サービスの充実を図ります。 

就学前の子どもの親は、行動範囲が狭まることで人との交流機会が減る傾向があり、

さらに、世帯内や近隣での子育てサポート力が弱まっている中で、様々な子育て上の悩

みを抱えています。このため、これらの親同士が子ども連れで気軽に交流でき、さらに、

子育てについての相談・助言が受けられる居場所づくりの充実を図ります。 

また、子育ての負担感を軽減するため子どもの一時預かりなどについては、「ファミリ

ーサポートセンター事業」を活用し、地域での子育てを支援しています。放課後児童の

健全育成については、「放課後児童クラブ」において継続して実施するほか、クラブに所

属していない子どもが放課後や休日を有意義に、かつ自主的に過ごせる居場所づくりに

取り組んでいきます。 

子育てに関する情報提供については、広報紙や「子育てポータルサイト」「子育てぶっ

く」等を活用して、情報量、質ともに充実していきます。また、子育て家庭の経済的負

担を考慮して、子ども医療費助成（中学生まで）等を継続して実施します。 

 
 
 

■子育てに関して不安感や負担感を持つ保護者を減少させます。 

■子育てが地域の人に支えられていると感じる割合を増やします。 

■『放課後や休日を子どもが有意義に過ごしている』と感じる保護者を 

増やします。 



 

３ 

【具体的事業】★は子ども・子育て支援事業計画 

NO 事業名 事業内容 目標 担当課 

1-１ 

【新】 

★放課後児童クラブの

環境改善 

蔵波小学校区のクラブの大規模化につい

て適正規模化による環境改善を図りま

す。 

２９年度 

１箇所 
子育て支援課 

1-２ 
ひらかわ健康福祉支援

室管理運営事業 

平川地区の身近な地域で保健福祉の相談

窓口として保健福祉の専門職員を配置

し、相談を実施します。高齢者や要介護

者保健医療の向上や福祉の増進を包括的

に支援する地域包括支援ひらかわサブセ

ンターを併設します。 

２７年度 

開設 
地域福祉課 

1-３ 

子育てポータルサイト

の活用・その他子育て

情報の充実 

子育て情報の閲覧を容易にするととも

に、市内子育て団体による情報発信を可

能にし、子育て支援活動を円滑に実施で

きる環境及び子育て情報の充実を図りま

す。 

継続 子育て支援課 

1-４ 
★ファミリーサポート

センター事業 

会員組織の市民協働による子育て援助活

動を実施します。 
継続 子育て支援課 

1-５ 
中学生までの子どもの

医療費助成 

子ども医療費助成事業による保険適用医

療費自己負担額を助成します。 
継続 子育て支援課 

1-６ ★病後児保育 
病気回復期の児童を専用施設に看護師等

を配置して保育します。 
継続 子育て支援課 

1-７ ★病児保育 

病院・診療所・保育所等に付設された専

用スペースで病気児童を一時的に保育す

る病児保育について検討します。 

検討 子育て支援課 

1-8 ★一時預かり事業等 

保護者の疾病その他の理由により、一時

的に家庭での保育が困難な場合、保育所

（園）において保育を行います。 

継続 子育て支援課 

1-9 
★地域子育て支援拠点

事業 

子育て支援センター、なかよし広場を実

施します。 

２９年度 

平川地区 

１箇所 

子育て支援課 

1-10 

★子育て短期支援事業 

（ショートステイ、 

トワイライトステイ） 

保護者の疾病その他の理由により、家庭

において児童を養育することが一時的に

困難となった場合に、児童養護施設にお

いて一定期間、養育・保護を行います。

継続 子育て支援課 

1-11 
すきすき絵本タイム事

業 

赤ちゃんと保護者が絵本を介して親子の

絆を深めるとともに、子どもの心の健や

かな発達を支援します。 

継続 中央図書館 

1-12 
★放課後児童健全育成

事業 

市内全小学校区で放課後児童クラブを運

営します。クラブへの助成をします。 
継続 子育て支援課 

1-13 
★幼稚園における預か

り保育 

私立幼稚園において、保育開始前・終了

後等に預かり保育を実施しています。 

公立幼稚園について、実施を検討します。

検討 学校教育課 

1-14 ★幼稚園関係施策 

公立幼稚園保育料減免、私立幼稚園就園

奨励費補助、私立幼稚園児奨励金支給を

実施します。 

継続 学校教育課 



 

４ 

NO 事業名 事業内容 目標 担当課 

1-15 各種相談 

家庭児童相談、母子・父子自立支援相談、

保健師巡回相談（保育所）、教育相談、訪

問相談、医療を活用したうぐいす教育相

談、就学相談、県立槇の実特別支援学校

教諭巡回相談（幼稚園、保育所）を実施

します。 

継続 

子育て支援課 

健康推進課 

学校教育課 

総合教育センター



 

５ 

２ 保育サービスの充実 

保育サービスについては、子どもの幸せを第一に考えるとともに、利用者の生活実態

や意向を十分に踏まえてサービスの提供体制を整備することが必要であることから、子

ども・子育て支援事業計画に従って、保育サービスの充実を図ります。 

 

【具体的事業】★は子ども・子育て支援事業計画 

NO 事業名 事業内容 目標 担当課 

1-16 

【新】 

★待機児童解消のため

の保育所等の整備 

待機児童を解消するため、事業者による

保育を中心とした施設の整備を推進しま

す。 

３０年度 

１箇所 
子育て支援課 

1-17 

【新】 

★待機児童解消のため

の地域型保育事業 

待機児童を解消するため、事業者による

地域型保育事業の整備を推進します。 

２７年度 

２箇所 
子育て支援課 

1-18 ★通常保育 
保護者の就業等で保育が必要な児童に保

育サービスを実施します。 
継続 子育て支援課 

1-19 ★延長保育 

保護者の就労形態の多様化に対応するた

め、通常の開所時間を超えて保育を実施

します。 

継続 子育て支援課 

1-20 ★障害児保育 

健全な発達を促進する上で集団保育が必

要な軽・中程度の障害児を保育します。

特別支援連絡協議会等、地域の関係機関

との連携を図ります。 

継続 子育て支援課 

1-21 
★市立保育所、市立幼

稚園の統合化検討 

低年齢児の保育需要が高まっている中

で、既存のインフラ・人材の有効活用等

の観点から、統合化を検討します。 

検討 
子育て支援課 

学校教育課 

1-22 ★私立保育園の支援 
一時預かり・延長保育、休日保育等の特

別な保育事業について支援します。 
継続 子育て支援課 

1-23 

★保育士等の資質・専

門性の向上・保育基盤

の強化 

保育協議会を活用した保育士の研修の充

実、保育所（園）における専門的な人材

の育成に努めます。 

継続 子育て支援課 



 

６ 

３ 地域における子育て支援ネットワークづくり 

子育て家庭に対して、きめ細かな子育て支援サービスや保育サービスを効果的・効率

的に提供するとともに、サービスの質の向上を図る観点から、地域における子育て支援

サービス等のネットワークの形成を促進し、また、各種の子育て支援サービス等が、利

用者に十分認知されるよう、多様な情報提供に努めます。 

具体的には「子育てポータルサイト」の運用により、行政の保有する子育て情報はも

とより、市内子育て関係団体が保有する子育て情報・サービスを市民に随時発信する等、

子育て情報の充実に努めます。また、子育て関係団体が様々な子育て情報を共有するこ

とで、子育て支援活動が円滑に実施できる環境を実現します。 

また、地域住民の多くが子育てへの関心・理解を高め、地域全体で子育て家庭を支え

ることができるよう啓発を進めます。 

 

【具体的事業】★は子ども・子育て支援事業計画 

NO 事業名 事業内容 目標 担当課 

1-24 
地域子育て支援ネット

ワークの推進 

子育てに係る庁内担当部課、相談機関、

保育所、幼稚園、学校、放課後児童クラ

ブ、児童館等の実施機関、子育てボラン

ティア・ＮＰＯ等との連携強化、相談体

制の充実を図ります。 

継続 子育て支援課 

1-25 
青少年育成袖ケ浦市民

会議・地区住民会議 

青少年の健全育成を図る青少年育成袖ケ

浦市民会議及び地区住民会議を支援しま

す。 

継続 

生涯学習課 

市民会館 

各公民館 

1-３ 

【再掲】 

子育てポータルサイト

の活用・その他子育て

情報の充実 

子育て情報の閲覧を容易にするととも

に、市内子育て団体による情報発信を可

能にし、子育て支援活動を円滑に実施で

きる環境及び子育て情報の充実を図りま

す。 

継続 子育て支援課 

1-４ 

【再掲】 

★ファミリーサポート

センター事業 

会員組織の市民協働による子育て援助活

動を実施します。 
継続 子育て支援課 

 

 



 

７ 

４ 子どもの健全育成 

地域社会における児童・生徒の減少は子ども同士の交流を希薄にし、さらに遊びを通

じての仲間関係の形成や児童の社会性の発達と規範意識の形成に大きな影響があると考

えられています。したがって放課後や週末等に、地域において児童が自主的に参加し、

自由に遊べ、学習や様々な体験活動、地域住民との交流活動等を行うことができる安全・

安心な居場所づくりを推進していく必要があります。 

公民館の少年を対象とした講座や、小中学生の自然体験等、総合型地域スポーツクラ

ブ等、多様な体験活動の場や学習機会を提供して、児童の健全育成に取り組んでいきま

す。また、共働き家庭等の小学生の遊び・生活の場を確保するとともに、次代を担う人

材を育成する観点から、放課後児童健全育成と放課後子ども教室を着実に推進します。 

 

【具体的事業】★は子ども・子育て支援事業計画 

NO 事業名 事業内容 目標 担当課 

1-26 

【新】 

青少年健全育成団体へ

の支援 

地域の青少年健全育成団体を支援し、地

域全体で子どもを育む活動の推進を図り

ます。 

継続 
市民会館 

各公民館 

1-27 
放課後子供教室推進事

業 

地域ボランティア等による放課後の子ど

もの居場所づくりを推進します。 
継続 生涯学習課 

1-28 
★保育所（園）の園庭

開放 

保育所（園）に入所していない親子に園

庭を開放し、地域の子どもの触れ合い、

交流の場を提供します。 

継続 子育て支援課 

1-29 
子どもの遊び場の適正

管理等 

市内の子どもの遊び場の適正な維持管理

に努め、子どもの遊びの場の確保を行い

ます。 

継続 子育て支援課 

1-30 
保育所（園）地域活動

事業 

世代間交流活動を実施し、児童と地域の

高齢者との交流を図ります。 
継続 子育て支援課 

1-31 青少年教育推進事業 子ども向け講座を開催します。 継続 
市民会館 

各公民館 

1-32 学校体育施設開放事業 市内小・中学校の体育施設を開放します。 継続 体育振興課 

1-33 
子育て支援ボランティ

ア・ＮＰＯへの支援 

地域で子育て支援を行っているボランテ

ィア・ＮＰＯへの支援、子育てイベント

共催を実施します。 

継続 子育て支援課 

1-34 
総合型地域スポーツク

ラブ活性化事業 

地域ごとに親子や仲間で軽スポーツ、レ

クリエーションを実施します。市内５地

区のクラブで活動を拡充していきます。

継続 体育振興課 

1-35 
小中学校体験活動推進

事業 

自然の中での困難体験や生活体験を通し

て、感動する心や協調性、思いやり、自

主性・忍耐力を培い、心豊かでたくまし

い児童生徒を育成します。 

継続 学校教育課 

1-１ 

【新】 

【再掲】 

★放課後児童クラブの

環境改善 

蔵波小学校区のクラブの大規模化につい

て適正規模化による環境改善を図りま

す。 

２９年度 

１箇所 
子育て支援課 

1-12 

【再掲】 

★放課後児童健全育成

事業 

市内全小学校区で放課後児童クラブを運

営します。クラブへの助成をします。 
継続 子育て支援課 



 

８ 

Ⅱ 母性並びに乳幼児等の健康の確保及び増進 

 
目指す方向性 

 

 

 

 

 

１ 妊産婦・乳幼児に関する切れ目のない保健対策の充実 

母性並びに乳幼児及び幼児等の健康の確保及び増進を図る観点から、保健、医療、福祉

及び教育分野との連携を図りつつ、地域における母子保健施策等の充実が必要です。 

また、母子保健の国民運動計画である「健やか親子２１」の趣旨を十分踏まえ、母子保

健計画策定指針に基づき袖ケ浦市次世代育成支援後期行動計画の一部に母子保健計画を組

み込み、切れ目のない妊産婦・乳幼児への支援体制の構築と母子保健サービスの充実を図

ります。 

 

【具体的事業】★は子ども・子育て支援事業計画 

NO 事業名 事業内容 目標 担当課 

2-1 

妊娠・出産に関する安 

全性と快適な環境づく

りの推進 

安心して妊娠、出産できる環境整備とハ

イリスク妊婦への対応を強化します。妊

婦一般健康診査受診券14回分を母子手

帳交付時に交付しています。 

継続 健康推進課 

2-２ 

【新】 

妊産婦及び新生児の健

康への支援 

正常な妊娠・出産を迎えるための妊婦へ

の保健指導を実施します。 

また、産婦及び新生児の健康や育児支援

を行います。 

継続 健康推進課 

2-３ 

乳幼児の生活習慣の確

立と生活習慣病予防の

支援 

乳幼児期にあわせた生活習慣（食事・歯

科・生活リズム）について乳幼児の教室・

健診等で指導を行います。生活習慣病を

予防するために小児期からのメタボリッ

クシンドローム予防の視点で子どもの肥

満・やせの保健指導を行います。 

継続 健康推進課 

2-４ 
乳幼児の事故防止対策

に関する啓発の強化 

乳幼児の発達段階に応じた事故防止方法

について情報提供を行います。 
継続 健康推進課 

2-５ 予防接種の接種率向上 

感染症予防のため、接種勧奨を実施する

とともに、安心して予防接種が受けられ

るように予防接種に関する情報提供や相

談・指導を行います。 

継続 健康推進課 

 

 

 

 

■妊娠・出産・検診の経過に対する満足度を上昇させます。 

■子どもが健康的な食生活を身に付けていると感じる割合を増やします。



 

９ 

２ 学童期・思春期から成人期に向けた保健対策の充実 

10代の人工妊娠中絶、性感染症罹患率の増大等の問題に対応するため、性に関する健

全な意識を培うことと併せて、性や性感染症予防に関する正しい知識の普及を図ります。 

また、喫煙や薬物等に関する教育のほか、十代の自殺や不健康やせ等の思春期の課題

の重要性を認識した保健対策の充実が等を進めることが必要なことから、学童期・思春

期における児童生徒の、心のケアのための相談体制の充実等を進めます。 

 

【具体的事業】★は子ども・子育て支援事業計画 

NO 事業名 事業内容 目標 担当課 

2-６ 
性に関する正しい知識

の啓発･指導 

保健所等関係機関との連携を密にし、望

まれぬ妊娠の減少、性感染症予防等、性

に対する正しい知識の啓発・指導を行い

ます。 

継続 学校教育課 

2-７ 
未成年者の喫煙、飲酒、

薬物乱用の防止対策等 

地域・学校での普及啓発、健康教育、講

習会を実施します。 
継続 学校教育課 

2-８ 
学校教育と関係機関の

連携強化 

家庭を基礎として地域・学校との円滑な

支援のため連携を強化します。スクール

カウンセラーの配置、保健室等での相談

活動を行います。 

継続 学校教育課 

 

 



 

１０ 

３ 食育等の推進 

朝食欠食等の食習慣の乱れや思春期やせに見られるような心と身体の健康問題が子ど

もたちに生じています。このような現状の下、乳幼児期からの正しい食事の摂り方や望

ましい食習慣の定着、食を通じた豊かな人間性の形成、家族関係づくりによる心身の健

全育成を図るため、乳幼児期から思春期まで発達段階に応じた食に関する学習の機会確

保や情報提供を進めていきます。 

また、低出生体重児の増加等を踏まえ、母性の健康の確保を図る必要があることから、

妊娠前からの適切な食生活の重要性を含め、妊産婦等を対象とした食に関する学習の機

会確保や情報提供を進めていきます。 

 

【具体的事業】★は子ども・子育て支援事業計画 

NO 事業名 事業内容 目標 担当課 

2-９ 
乳幼児の生活習慣の 

確立への支援強化 

食育基本法を受け、生涯の健康づくりの

基盤となる乳幼児期の生活習慣確立に向

けた支援を強化します。 

継続 

健康推進課 

子育て支援課 

学校教育課 

2-10 

栄養・食生活に関する

情報発信、学習や相談

の場の提供 

保健センターや学校等で食に関する指導

のほか、食生活改善推進員による普及・

啓発等を実施します。 

継続 健康推進課 

2-11 食環境の整備推進 
栄養成分表示制度について、地域への普

及啓発を図ります。 
継続 健康推進課 

2-12 

【新】 

学童・思春期の生活習

慣病予防の支援 

生活習慣病予防のための健康相談を実施

します。 
継続 健康推進課 

 

 



 

１１ 

４ 子どもの健やかな成長を見守る地域づくり 

子育て支援策の充実に加え、地域・学校・企業等のネットワークを作ることにより、

地域等が親子を見守り支える機運醸成が必要です。そのため、母子保健関係者は、日常

の活動を通じて、関係機関の連携の有機化と地域ネットワークの構築が必要であり、地

域での身近な子育てを支援します。 

 

【具体的事業】★は子ども・子育て支援事業計画 

NO 事業名 事業内容 目標 担当課 

2-13 

【新】 

地域での身近な子育て

支援 

生後６～８か月の乳児へ母子保健推進員
による訪問を実施し、地域の目となって、
子育ての悩みや相談を拾い上げ、市の専
門職へ繋げます。市で行っている健診や
子育て支援の情報提供を行います。 

継続 健康推進課 

 

 

 



 

１２ 

  

Ⅲ 子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備 

 
目指す方向性 

 

 

 

 

 

 

【目標を実現するための取り組み】 

家 庭 

（自助） 

●家庭を持ち、親となる役割や喜びを、子どもが実感できる家族関係を構築し

ます。 

●子どもの教育の原点が家庭にあることを自覚し、子どもの教育に努めます。

地 域 

（共助） 

●『地域の子ども』を育む気持ちを持ち、子育て家庭に理解を示します。 

●学校、家庭と連携し、地域全体で子どもの教育に取り組みます。 

行 政 

（公助） 

●結婚して家庭を築き、子どもを育むことの価値を、共通して認識するよう啓

発します。 

●学校教育や社会教育のほか、地域とも連携して教育力向上に努めます。 

 

１ 次代の親の育成 

現在の少子化社会の到来は、高学歴化や女性就業率の上昇等による晩婚化や、仕事と

生活の両立を支援する社会制度の不備等の要因もありますが、結婚して家庭を築き、子

どもを持つことへの価値観が共有されていないことも大きな要因として考えられていま

す。 

男女が協力して家庭を築くこと及び子どもを産み育てることは、「活力ある社会を維持

する上で重要なことであり、価値がある」ことを様々な機会を捉え普及啓発する必要が

あります。 

このため、各分野の関係機関が連携しつつ効果的な取り組みを推進します。 

特に、中学生、高校生等が、子どもを生み育てることの意義を理解し、子どもや家庭

の大切さを理解できるようにするため、保育所、幼稚園、児童館及び乳幼児健診の場等

を活用し、乳幼児とふれあう機会を広げるための取り組みを推進します。 

 

■子どもの生きる力の育成に向けた地域の教育環境が整備されていると

感じる人を増やします。 

■子どもが自然・社会・文化などの体験をしやすい環境であると感じる人

を増やします。 



 

１３ 

【具体的事業】★は子ども・子育て支援事業計画 

NO 事業名 事業内容 目標 担当課 

3-1 家庭教育総合推進事業 

様々な機会を利用して家庭教育に関する

学習機会の提供及び支援や、家庭教育フ

ォーラム等の県主催の家庭教育支援事業

に協力します。子育て知識の習得と親同

士の交流を図るため、幼児家庭教育学級、

地域家庭教育学級、中学校家庭教育学級

を各公民館等で実施します。 

継続 

生涯学習課 

市民会館 

各公民館 

3-2 福祉教育 

子どもたちに、思いやりの心と、共に生

きる「福祉の心」を育むため、福祉体験

学習等の福祉教育を実施します。 

継続 学校教育課 

 



 

１４ 

２ 子どもの生きる力の育成に向けた学校の教育環境等の整備 

（ア）確かな学力の向上 

子どもが社会の変化の中で主体的に生きていくことができるよう、基礎的・基本的

な知識・技能と思考力・判断力・表現力等、主体的に学習に取り組む態度などの確か

な学力のための、教育内容・方法の一層の充実が必要です。このため、子ども一人ひ

とりに応じたきめ細かな指導のため、小中学校に「基礎学力向上支援教員」を配置す

るほか、外部人材の協力による学校の活性化等の取り組みを推進していきます。 

また、国際化、情報化に対応した教育にも取り組んでいきます。 

（イ）豊かな心の育成 

豊かな心を育むため、多様な体験活動を推進します。また、いじめ、少年非行等の

問題行動や不登校には、専門的な相談体制の強化、学校、家庭、地域及び関係機関と

のネットワークで対応します。 

（ウ）健やかな体の育成 

子どもの体力が低下傾向にあり、生活習慣の乱れや肥満の増加等の現代的課題が指

摘されている現状を踏まえ、子どもが生涯にわたって積極的にスポーツに親しむ習慣、

意欲及び能力を育成します。 

（エ）信頼される学校づくり 

保護者や地域住民の参画を得た学校運営の改善等を図り、社会総がかりで子ども達

を育む「地域とともにある学校づくり」の推進が必要です。学校評議員制度や学校評

価の活用等により、地域及び家庭と学校との連携・協力を引き続き図り、地域に根ざ

した特色ある学校づくりを進めます。 

子どもに安全で豊かな学校環境を提供するために、学校施設の管理を適切に行って

いきます。併せて、児童生徒が安心して教育を受けることができるよう、家庭や地域

の関係機関・関係団体と連携しながら、地域全体で子どもの安全を見守る環境を整備

していきます。 

（オ）幼児教育の充実 

生涯にわたる人格形成の基礎を培う幼児教育の重要性にかんがみ、幼児教育全体の

質の向上に取り組むとともに、子どもの発達や学びの連続性を確保する観点から、子

子ども・子育て支援事業計画に従い、必要な措置の実施に努めます。 

 

【具体的事業】★は子ども・子育て支援事業計画 

NO 事業名 事業内容 目標 担当課 

3-3 国際理解教育推進事業 
外国語指導助手を全小中学校に配置しま

す。国際理解教育を推進します。 
継続 総合教育センター

3-4 

情報教育推進事業、 

ウグイスネット管理事

業 

高度情報通信社会に対応するため、児童

生徒の情報活用能力を育成します。また、

情報モラルに関する指導を実施します。

継続 
学校教育課 

総合教育センター



 

１５ 

NO 事業名 事業内容 目標 担当課 

3-5 
小中学校基礎学力向上

支援教員配置事業 

基礎学力向上のためのきめ細かな指導を

行うため、小中学校に支援教員を配置し

ます。 

継続 学校教育課 

3-6 心の相談事業 
生徒の身近な相談相手として、心の相談

員を中学校に配置します。 
継続 学校教育課 

3-7 
スクールカウンセラー

活用事業 

教育相談活動を充実させるため、スクー

ルカウンセラーを配置します。 
継続 学校教育課 

3-8 
学校音楽鑑賞教室の開

催 

小中学生に優れた音楽鑑賞の機会を提供

します。 
継続 生涯学習課 

3-9 

読書教育推進事業、 

学校図書館支援センタ

ー運営事業 

読書指導員の配置などによる学校図書館

の機能の向上と調べ学習への取り組みな

ど読書教育の充実に努めます。 

継続 
学校教育課 

総合教育センター

3-10 学校評議員制度推進 
地域に開かれた学校推進のため、学校評

議員制度を市内全校で実施します。 
継続 学校教育課 

3-11 

スポーツ・レクリエー

ションの組織充実・連

携、指導者養成等 

総合型地域スポーツクラブの推進、スポ

ーツ教室の実施、スポーツ・健康につい

ての広報活動を充実します。 

継続 体育振興課 

  



 

１６ 

３ 家庭や地域の教育力の向上 

（ア）豊かなつながりの中での家庭教育の支援の充実 

地域や学校等の豊かなつながりの中で家庭教育が行われるよう、親子の学習機会を

充実させるとともに、養成した人材を活用した支援等のコミュニティの協働による家

庭教育支援の強化が必要となっています。課題を抱える家庭への訪問等を学校など関

係機関と連携して行います。また、生活習慣づくりについて、中高生以上への普及啓

発を推進します。 

 

（イ）地域の教育力の向上 

子どもが、自分で課題を見つけ、自ら学び主体的に判断し、行動し、よりよく問題

を解決する力や、他人を思いやる心や感動する心等の豊かな人間性、たくましく生き

るための健康や体力を備えた生きる力を、学校、家庭及び地域が相互に連携しつつ社

会全体で育んでいくことが必要です。 

このため、地域住民や関係機関等の協力によって、学校と地域とのパートナーシッ

プの下に地域で学校を支える体制づくりの推進、多様な体験活動の機会の提供、世代

間交流の推進及び学校施設の地域開放、総合型地域スポーツクラブの整備、スポーツ

指導者の育成等子どもの多様なスポーツニーズに応える地域のスポーツ環境の整備を

図ること等により、地域の教育力の向上を図り、活力ある地域づくりにつなげるよう

取り組んでいきます。また、共働き家庭等の小学生の遊び・生活の場を確保するとと

もに、次代を担う人材を育成する観点から、放課後児童クラブと放課後子供教室を着

実に推進します。 

 

【具体的事業】★は子ども・子育て支援事業計画 

NO 事業名 事業内容 目標 担当課 

3-12 

子どもを育む学校・家

庭・地域連携事業 

学校支援地域本部事業 

学校、家庭、地域住民等がそれぞれの役

割と責任を自覚し、地域全体で教育に取

り組む体制をつくり、地域の教育力の向

上を図ります。 

継続 学校教育課 

3-13 

【新】 

ねがたオープンキャン

パス（ねこまろ） 

地域の若者たちが仲間作りをするととも

に、公民館登録サークルや地域の方々の

協力を得て根形小学校の児童を対象とし

た夏休みの学習相談を行うことで、参加

者間の交流を図る。 

継続 根形公民館 

3-1 

【再掲】 
家庭教育総合推進事業 

様々な機会を利用して家庭教育に関する

学習機会の提供及び支援や、家庭教育フ

ォーラム等の県主催の家庭教育支援事業

に協力します。子育て知識の習得と親同

士の交流を図るため、幼児家庭教育学級、

地域家庭教育学級、中学校家庭教育学級

を各公民館等で実施します。 

継続 

生涯学習課 

市民会館 

各公民館 

3-2 

【再掲】 
福祉教育 

子どもたちに、思いやりの心と、共に生

きる「福祉の心」を育むため、福祉体験

学習等の福祉教育を実施します。 

継続 学校教育課 



 

１７ 

NO 事業名 事業内容 目標 担当課 

１-１ 
【新】 
【再掲】 

★放課後児童クラブの

環境改善 

蔵波小学校区のクラブの大規模化につい

て適正規模化による環境改善を図りま

す。 

２９年度 

１箇所 
子育て支援課 

1-12 

【再掲】 

★放課後児童健全育成

事業 

市内全小学校区で放課後児童クラブを運

営します。クラブへの助成をします。 
継続 子育て支援課 

1-27 

【再掲】 

放課後子供教室推進事

業 

地域ボランティア等による放課後の子ど

もの居場所づくりを推進します。 
継続 生涯学習課 

 



 

１８ 

４ 子どもを取り巻く有害環境対策の推進 

街中の書店やコンビニエンスストア等で、性や暴力等に関する過激な情報を内容とす

る雑誌、ビデオ、コンピュータソフト等が販売されていることに加え、テレビ、インタ

ーネット等のメディア上の性や暴力等の有害情報やインターネット上のいじめについて

は、子どもに対する悪影響が懸念されることから、関係機関・団体、ボランティア等の

地域住民と連携・協力をして、関係業界に対する自主的措置を働きかける必要がありま

す。 

また、スマートフォン等の普及とともに、長時間利用による生活リズムの乱れや有害

サイトを通じた犯罪等が問題になっており、「青少年インターネット環境整備法」等に基

づき、地域住民や関係機関・団体との連携協力の強化による、青少年のインターネット

の適切・安全・安心な利用や保護者に対する普及啓発の推進が必要です。 

さらに、各種メディアへの過度な依存による弊害について啓発するとともに、子ども

たちが有害情報等に巻き込まれないよう、情報モラルに関する指導を推進します。 

 

【具体的事業】★は子ども・子育て支援事業計画 

NO 事業名 事業内容 目標 担当課 

3-4 

【再掲】 

情報教育推進事業、 

ウグイスネット管理事

業 

高度情報通信社会に対応するため、児童

生徒の情報活用能力を育成します。また、

情報モラルに関する指導を実施します。

継続 
学校教育課 

総合教育センター



 

１９ 

 

Ⅳ 子育てを支援する生活環境の整備 
 

 
目指す方向性 

 

 

 

 

１ 安全な道路交通環境の整備 

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成18年法律第91号）に

基づき、駅、官公庁施設、病院等を相互に連絡する道路については、移動等の円滑化を

推進することが望ましいとされています。また、事故の危険性の高い通学路において、

歩道等の整備等、安全・安心な歩行空間の創出を推進していきます。 

 

【具体的事業】★は子ども・子育て支援事業計画 

NO 事業名 事業内容 目標 担当課 

4-1 
あんしん歩行エリアの

整備 

主に市街地の保育所、幼稚園、小学校、

住区基幹公園等があり、交通事故の多い

地域を「あんしん歩行エリア」に指定し、

総合的な事故抑止対策を実施します。 

継続 土木建設課 

4-2 
安全な道路交通環境の

整備 

「あんしん歩行エリア」外の通学路を中

心に、歩道の整備を推進し、生活圏内の

通過車両進入と速度抑制のため、対策を

実施します。 

２９年度 

まで継続 
土木建設課 

4-3 

「市交通バリアフリー

基本構想」での重点整

備地区の整備 

「市交通バリアフリー基本構想」に基づ

き、重点整備地区として位置付けた長浦

駅周辺地区及び袖ケ浦駅周辺地区のバリ

アフリー整備を推進します。 

継続 土木建設課 

 

■生活環境について、満足と感じる子育て世帯の割合を増やします。 



 

２０ 

２ 安心して外出できる環境の整備 

（ア）公共施設、公共交通機関、建築物等のバリアフリー化 

妊産婦、乳幼児連れの者等すべての人が安心して外出できるよう、道路、公園、公

共交通機関、公的建築物等において、段差の解消等のバリアフリー化を推進すること

が必要です。あわせて、妊産婦への配慮、ベビーカーの安全な使用や使用者への配慮

等への理解を深める「心のバリアフリー」のための取り組み等を行い、ハード・ソフ

トの両面から一体的なバリアフリー化を推進します。 

（イ）子育て世帯にやさしいトイレ等の整備 

公共施設等において、子どもサイズの便器・手洗い器、ベビーベッド、ベビーチェ

ア、授乳室の設置などの子育て世帯が安心して利用できるトイレ等の整備を推進して

います。 

（ウ）安全・安心なまちづくりの推進等 

子どもが犯罪等の被害に遭わないようなまちづくりを進めるため、道路、公園等の

公共施設について、犯罪等の防止に配慮した環境設計を推進します。 

 

【具体的事業】★は子ども・子育て支援事業計画 

NO 事業名 事業内容 目標 担当課 

4-4 公園・児童遊園の整備 

袖ケ浦公園、百目木公園のバリアフリー

化、道路及び公園のバリアフリー化を図

るとともに街路樹や公園樹木の下枝処理

等の見通しの良い環境整備に努め交通事

故や犯罪の防止を図ります。 

継続 都市整備課 

4-3 

【再掲】 

「市交通バリアフリー

基本構想」での重点整

備地区の整備 

「市交通バリアフリー基本構想」に基づ

き、重点整備地区として位置付けた長浦

駅周辺地区及び袖ケ浦駅周辺地区のバリ

アフリー整備を推進します。 

継続 土木建設課 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

２１ 

Ⅴ 職業生活と家庭生活との両立の支援 

 

目指す方向性 
 

 

 

 

 

【目標を実現するための取り組み】 

家 庭 

（自助） ●育児・家事について男女が協働します。 

地 域 

（共助） ●事業所を中心に、子育てにやさしい就業環境を目指します。 

行 政 

（公助） 

●男性が家事・育児に協力できる就業環境・地域社会実現に向け、啓発に取り

組みます。 

                                    

１ 仕事と生活の調和の実現のために働き方の見直し等 

仕事と家庭生活の両立を支援する制度、体制が不十分のまま、女性の社会進出が急速

に進んだところに、今日の少子化社会が到来した原因の一つがあります。 

これまで国や地方自治体は、仕事と家庭生活の両立を支援するため保育サービスやそ

の他の子育て支援サービスの拡充に努めてきましたが、これだけでは出生率の減少を食

い止めることはできませんでした。少子化対策は様々な取り組みが必要ですが、夫の育

児に対する理解と協力、さらにそれを可能にする、子育てにやさしい就業環境の実現が

必要とされています。 

育児休業制度等、子育てにやさしい企業の取り組みは、以前より改善されてはいるも

のの、就労環境にはまだ問題が残されています。 

ニーズ調査でも就学前児童の父親の約２割が一日１２時間以上労働し、約5割が午後

８時以降に帰宅しているなど、育児への協力を阻んでいる就労事情が伺えました。この

ため、地域の労働者、事業主、地域住民が仕事と生活の調和の実現に向けて相互に理解

し子育てを支援する取り組みを社会全体の運動として啓発していくことが必要です。 

 

 

 

 

 

 

■仕事と生活のバランスが図られていると感じる人を増やします。 

■仕事・育児・プライベートの希望と現実の差をなくします。 



 

２２ 

【具体的事業】 

NO 事業名 事業内容 目標 担当課 

5-1 

ワークライフバランス

の環境改善に向けた啓

発活動 

地域の労働者、事業主、地域住民が仕事

と生活の調和の実現のための啓発活動を

実施します。 

継続 

子育て支援課 

経済振興課 

市民活動支援課 

5-2 男女共同参画推進事業 

男女が互いの人権を尊重し、共に支える

社会を目指して、セミナーや情報誌発行

等の啓発活動を実施します。 

継続 市民活動支援課 

5-３ 

袖ケ浦市役所の特定事

業主行動計画策定と運

用 

特定事業主行動計画に基づき、仕事と家

庭を両立する職場環境の整備を推進しま

す。 

継続 総務課 

 



 

２３ 

２ 仕事と子育ての両立の推進 

仕事と生活の調和の実現に向け、様々な保育サービスや放課後児童健全育成事業、さ

らにファミリーサポートセンター事業等を通して、多様な働き方に対応した子育て支援

など子ども・子育て支援事業計画に従い、必要な措置を展開します。 

 

【具体的事業】★は子ども・子育て支援事業計画 

NO 事業名 事業内容 目標 担当課 

1-1 

【新】 

【再掲】 

★放課後児童クラブの

環境改善 

蔵波小学校区のクラブの大規模化につい

て適正規模化による環境改善を図りま

す。 

２９年度 

１箇所 
子育て支援課 

1-6 

【再掲】 
★病後児保育 

病気回復期の児童を専用施設に看護師等

を配置して保育します。 
継続 子育て支援課 

1-7 

【再掲】 
★病児保育 

病院・診療所・保育所等に付設された専

用スペースで病気児童を一時的に保育す

る病児保育について検討します。 

検討 子育て支援課 

1-8 

【再掲】 
★一時預かり事業等 

保護者の疾病その他の理由により、一時

的に家庭での保育が困難な場合、保育所

（園）において保育を行います。 

継続 子育て支援課 

1-10 

【再掲】 

★子育て短期支援事業 

（ショートステイ、 

トワイライトステイ） 

保護者の疾病その他の理由により、家庭

において児童を養育することが一時的に

困難となった場合に、児童養護施設にお

いて一定期間、養育・保護を行います。

継続 子育て支援課 

1-12 

【再掲】 

★放課後児童健全育成

事業 

市内全小学校区で放課後児童クラブを運

営します。クラブへの助成をします。 
継続 子育て支援課 

1-13 

【再掲】 

★幼稚園における預か

り保育 

私立幼稚園において、保育開始前・終了

後等に預かり保育を実施しています。 

公立幼稚園について、実施を検討します。

検討 学校教育課 

1-16 

【新】 

【再掲】 

★待機児童解消のため

の保育所等の整備 

待機児童を解消するため、事業者による

保育を中心とした施設の整備を推進しま

す。 

３０年度 

１箇所 
子育て支援課 

1-17 

【新】 

【再掲】 

★待機児童解消のため

の地域型保育事業の整

備 

待機児童を解消するため、事業者による

地域型保育事業の整備を推進します。 

２７年度 

２箇所 
子育て支援課 

1-18 

【再掲】 
★通常保育 

保護者の就業等で保育が必要な児童に保

育サービスを実施します。 
継続 子育て支援課 

1-19 

【再掲】 
★延長保育 

保護者の就労形態の多様化に対応するた

め、通常の開所時間を超えて保育を実施

します。 

継続 子育て支援課 

1-20 

【再掲】 
★障害児保育 

健全な発達を促進する上で集団保育が必

要な軽・中程度の障害児を保育します。

特別支援連絡協議会等、地域の関係機関

との連携を図ります。 

継続 子育て支援課 

1-21 

【再掲】 

★市立保育所、市立幼

稚園の統合化検討 

低年齢児の保育需要が高まっている中

で、既存のインフラ・人材の有効活用等

の観点から、統合化を検討します。 

検討 
子育て支援課 

学校教育課 



 

２４ 

NO 事業名 事業内容 目標 担当課 

1-22 

【再掲】 
★私立保育園の支援 

一時預かり・延長保育、休日保育等の特

別な保育事業について支援します。 
継続 子育て支援課 

1-23 

【再掲】 

★保育士等の資質・専

門性の向上・保育基盤

の強化 

保育協議会を活用した保育士の研修の充

実、保育所（園）における専門的な人材

の育成に努めます。 

継続 子育て支援課 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

２５ 

Ⅵ 子どもの安全の確保 

 

目指す方向性 
 

 

 

 

 

【目標を実現するための取り組み】 

家 庭 

（自助） 

●家庭で、交通安全について子どもを教育します。 

●子どもの安全に常に関心を持つとともに、家庭において子どもを教育します。

地 域 

（共助） 

●地域の子どもの交通安全に関心を持ち、身近な安全指導に努めます。 

●子どもを犯罪被害から守るための活動に、地域住民で取り組みます。 

行 政 

（公助） 

●各種の活動を通して、交通安全の啓発・指導に努めます。 

●子どもを犯罪被害から守るための体制充実を図ります。 

 

１ 子どもの交通安全を確保するための活動の推進 

  子どもを交通事故から守るため、保育所、幼稚園、学校、関係団体等との連携・協力体 

 制の強化を図り、総合的な交通事故防止対策を推進します。また、子ども及び子育てを行 

 う親等を対象とした参加・体験・実践型の交通安全教育を交通安全教育指針（平成10年国 

 家公安委員会告示第15号）に基づき段階的かつ体系的に推進します。 

 

【具体的事業】 

NO 事業名 事業内容 目標 担当課 

6-1 交通安全教育指導事業 

幼児、小・中学生に正しい交通ルールと

マナーが身につくよう交通安全教室を実

施します。 

継続 市民活動支援課 

6-2 交通安全啓発事業 
交通安全連絡協議会･交通安全母の会を

中心に交通安全啓発活動を実施します。
継続 市民活動支援課 

■子どもに係る事故や犯罪が少なくなったと感じる人を増やします。 

■地域における防犯活動が活発であると感じる人を増やします。 



 

２６ 

２ 子どもを犯罪等の被害から守るための活動の推進 

子どもを犯罪等の被害から守るため、市、学校、警察等の関係機関や、防犯ボランテ

ィア団体が、情報を共有した上で連携して防犯活動等に取り組みます。また、学校付近

や通学路等においてＰＴＡ等の学校関係者や防犯ボランティア等の関係機関・団体と連

携したパトロール活動等の安全対策を推進します。 

また、子どもが危険に感じたときに保護を求められる場所として、「子ども１１０番連

絡所」を市内に43２箇所設けていますが、今後も拡充していきます。不審者情報が関係

機関に寄せられた場合は、市民生活安全メールやＦＡＸ、電話等で、情報を市内子育て

関係機関等に提供し、注意を喚起します。 

また、子どもが犯罪の被害に遭わないようにするための防犯講習も継続して実施して

いきます。 

 

【具体的事業】 

NO 事業名 事業内容 目標 担当課 

6-3 自主防災活動 

保育所（園）、幼稚園、学校等において、

避難訓練等を定期的に実施します。各種

防災マニュアルを整備します。 

継続 
子育て支援課 

学校教育課 

6-4 不審者情報の提供 

市民生活安全メール、ＦＡＸ、電話等で

不審者情報を市内子育て関係機関等に提

供します。 

継続 
学校教育課 

子育て支援課 

6-5 
防犯・交通安全ボラン

ティアへの支援 

防犯・交通安全ボランティアに対して、

警察の協力を得ながら講習会等を実施

し、活動を支援します。 

継続 市民活動支援課 

6-6 各種パトロール 
地域安全パトロール、学校安全パトロー

ル、交通安全パトロールを実施します。
継続 

市民活動支援課 

学校教育課 

総合教育センター

6-7 各種防犯講習・啓発 
不審者対応訓練及びスクールサポーター

による親子学習等を実施します。 
継続 

子育て支援課 

総合教育センター

6-8 

小中学校における児童

生徒の防犯講習会・啓

発 

警察と連携して小中学校で防犯講習会を

実施します。安全マップを活用します。
継続 

市民活動支援課 

総合教育センター

6-9 
「子ども１１０番連絡

所」 

子どもの緊急避難場所の確保のため、市

内公共施設、商店、住宅等に「子ども１

１０番連絡所」の設置の拡大を図ります。

継続 学校教育課 

6-10 
小中学生への携帯型防

犯ブザーの購入補助 

小中学生のいる家庭の携帯型防犯ブザー

購入に対して補助を行います。 
継続 学校教育課 

 



 

２７ 

３ 被害にあった子どもの保護の推進 

犯罪、いじめ、児童虐待等により被害を受けた子どもについて、カウンセリングや保

護者に対する助言等、学校等の関係機関と連携したきめ細かな支援を実施しており、今

後もその充実に努めます。 

 

【具体的事業】 

NO 事業名 事業内容 目標 担当課 

6-11 
被害に遭った子どもに

対する相談体制の強化 

犯罪、いじめ、児童虐待等の被害に遭っ

た子どもの心のケア、保護者のカウンセ

リング等につき、関係機関と連携し立ち

直りを支援します。 

継続 
子育て支援課 

学校教育課 

3-６ 

【再掲】 
心の相談事業 

生徒の身近な相談相手として、心の相談

員を中学校に配置します。 
継続 学校教育課 

3-７ 

【再掲】 

スクールカウンセラー

活用事業 

教育相談活動を充実させるため、スクー

ルカウンセラーを配置します。 
継続 学校教育課 



 

２８ 

 

Ⅶ 要支援児童への対応などきめ細かな取り組みの推進 

 

目指す方向性 
 

 

 

 

【目標を実現するための取り組み】 

家 庭 

（自助） ●育児や生活上の悩み事は、進んで関係機関に相談し改善を図ります。 

地 域 

（共助） 

●児童虐待の疑いがある家庭については、確信がなくても子どもの安全を第一

に考え、関係機関に通報します。 

行 政 

（公助） 

●児童虐待の通報や疑いがある家庭を発見した場合は、早期に子どもの安全を

確認した上で、必要な指導・対策に取り組み、解決を図ります。 

 

１ 児童虐待防止対策の充実 

（ア）関係機関との連携等 

児童虐待防止対策の実行性を最大限に発揮させるためには、地域全体で子どもを守

る支援体制を整備し、発生予防から保護・支援までのあらゆる段階において、関係機

関が相互に情報を共有し取り組むことが極めて重要です。 

このため市では、福祉関係者、保健、教育、警察、主任児童委員等の関係機関から

なる「児童福祉支援対策地域協議会」（法定）を組織し、児童虐待に係る情報の交換や、

個別虐待ケースの解決方策検討、啓発活動等に一体的に取り組んでいます。 

    また、児童虐待の運営中核となる要保護児童調整機関として協議会の効果的な運営 

   並びに虐待相談対応における組織的な対応及び適切なアセスメントを確保するため専 

   門性を有する職員を配置し、児童虐待への対応機能を強化しています。 

    このほか、児童相談所の持っている相談対応や援助技術等の提供等により、相談体 

   制の強化を図ります。 

 

（イ）発生予防、早期発見・早期対応等 

児童虐待は発生予防と、発生した場合の早期発見・早期対応が重要であることから、

児童福祉担当部局と母子保健担当部局、さらに保育所・幼稚園・学校等の間で常に緊

密な連携をとり、妊娠・出産・育児期に養育支援を必要とする家庭の早期把握と適切

な支援への対応、さらに虐待ケースの早期発見・早期対応に努めています。 

    乳幼児等を対象とする保健・福祉サービスを受けていない家庭等の居住実態が把握 

■子どもを地域全体で見守っていると感じる人を増やします。 



 

２９ 

   できない子どもについては、子どもに関わる関係部署等連携して当該家庭の実態把握 

   に努めるとともに、「児童福祉支援対策地域協議会」において関係機関と情報を共有 

   し、対応していくことが必要です。 

 

【具体的事業】 

NO 事業名 事業内容 目標 担当課 

7-1 
市児童福祉支援対策地

域協議会の充実 

児童虐待対応のために法定協議会を設置

し、代表者会議、実務者会議、個別支援

会議を定期的に開催します。保育所等子

育て関係機関との連携を図ります。 

継続 子育て支援課 

7-2 
児童虐待に対する相談

の充実 

家庭相談員が定例相談（月～金曜日）及

び必要に応じ訪問相談等を実施します。
継続 子育て支援課 

7-3 

児童相談所との連携に

よる児童虐待予防体制

の強化 

実務者会議による要保護児童の早期発

見、早期対応に努めます。解決困難ケー

スについては援助依頼を等を行い子ども

の安全を図ります。 

継続 子育て支援課 

7-4 

児童虐待防止マニュア

ルの活用と関係機関に

おける運用の徹底 

虐待防止マニュアルを活用し、関係機関

と共通理解のもと、相談援助活動を行い

ます。 

継続 子育て支援課 

7-5 

民生児童委員、主任児

童委員の活用による児

童虐待防止 

地域情報の共有を図るため、定期的に会

議を開催し、保育所等子育て関係機関と

の連携を図ります。 

継続 子育て支援課 

 



 

３０ 

２ 母子家庭等の自立支援の推進 

母子家庭等が増加している中で、母子家庭等における児童の健全育成を図るためには、

母子及び父子並びに寡婦福祉法等の趣旨を踏まえて、きめ細かな福祉サービスの展開と

自立・就業の支援に主眼を置き、子育て・生活支援策、就業支援策、経済的支援策につ

いて、母子家庭等の現状を把握しつつ、総合的な対策を適切に実施しています。具体的

には、所得が一定額以下の家庭に対し児童扶養手当や、母親等の大人を含めた医療費助

成等を行うことで経済基盤の安定を図るとともに、母子・父子・寡婦福祉資金等の貸付

等を行っています。 

また、就職のための職業訓練費用の助成を行い、母子家庭等の経済的自立を支援して

います。これらの制度の相談・情報提供や、生活全般についての相談のため、母子・父

子自立支援員による母子・父子自立支援相談を実施しています。 

 

【具体的事業】 

NO 事業名 事業内容 目標 担当課 

7-6 

母子・父子自立支援員

による母子家庭等の親

に対する自立就業相談 

母子家庭の母等の自立就業相談等を実施

します。 
継続 子育て支援課 

7-7 
ひとり親家庭等医療費

等の助成 

ひとり親家庭等が保険適用医療を受けた

際の自己負担額の一部を助成します。 
継続 子育て支援課 

7-8 

母子・父子・寡婦福祉

資金・母子及び寡婦生

活援護資金の貸付 

福祉資金・生活援護資金の貸付を行いま

す。 
継続 子育て支援課 

7-9 
要保護・準要保護児童

生徒に援助費の支給 

経済的理由で就学困難な児童生徒に学用

品費等を支給します。 
継続 学校教育課 

7-10 
母子生活支援施設への

入所 

配偶者のない女子及び児童の監護が十分

ではない場合、母子生活支援等への入所

を図ります。 

継続 子育て支援課 

 



 

３１ 

３ 障害児施策の実施 

   障害児施策にあっては、障害の原因となる疾病や事故の予防及び早期発見が効果的で 

  あることから、妊婦及び乳幼児に対する健康診査や学校における健康診断等を実施し、 

  これらに取り組んでいます。 

また、障害児の家庭には在宅福祉サービスの提供を行うとともに、特別児童扶養手当

等の支給や医療費助成等を行うことで経済基盤の安定を図っています。 

小中学校においては、学習障害（ＬＤ）、注意欠陥多動性障害（ＡＤＨＤ）等の発達障

害を含む障害のある児童生徒については、障害の状態に応じて、その可能性を最大限に

伸ばし、自立し、社会参加をするために必要な力を培うため、一人ひとりのニーズに応

じた適切な教育的支援を行うことが必要であることから、特別支援教員を全小中学校に

配置して支援しています。また、軽度の言語障害などを持つ児童には通級指導を行って

います。 

保育所においては、公立・私立とも障害の程度に応じて受入れており、放課後児童健

全育成事業においても公立は受入れ可能であり、民間運営のクラブには、障害児受入加

算を設け、障害児の受入れを促進しています。 

 

【具体的事業】 

NO 事業名 事業内容 目標 担当課 

7-11 

【新】 
療育支援 

療育に関する相談支援、療育（心理、言

語、運動）に関する支援及び施設（保育

所、幼稚園等）への訪問指導支援を実施

します。 

継続 障害者支援課 

7-12 
放課後児童健全育成事

業での障害児受入れ 

障害児受入れクラブに補助金を加算しま

す。 
継続 子育て支援課 

7-13 通級による指導 
軽度の言語障害及びＬＤなどがある児童

に、通級指導教室での指導を実施します。
継続 学校教育課 

7-14 特別支援教員活用事業 

ＬＤ、ＡＤＨＤ、高機能自閉症など、特

別に支援を必要な児童生徒を指導するた

め、全小中学校に特別支援教員を配置し

ます。障害の程度等に応じて複数配置校

の検討します。 

継続 学校教育課 

7-15 
重度心身障害者（児）

医療費等の支給 

重度心身障害者（児）が保険適用医療を

受けた際の自己負担額を支給します。 
継続 障害者支援課 

7-16 
障害児在宅福祉サービ

スの提供 

障害のある子どもが住み慣れた地域で生

活できるよう、（児童）居宅介護、（児童）

デイサービス、（児童）短期入所を実施し

ます。 

継続 障害者支援課 

7-17 
心身障害児の更生施

設、療護施設への入所 

家庭での養育困難な心身障害児につい

て、児童相談所と連携して入所を支援し

ます。 

継続 障害者支援課 

7-18 
特別支援教育総合推進

事業専門家チーム会議 

特別な支援を必要とする幼児・児童・生

徒に対する望ましい教育的対応を検討

し、助言等を実施します。 

継続 学校教育課 



 

３２ 

NO 事業名 事業内容 目標 担当課 

7-19 巡回相談員の派遣 

幼・保・小・中等を巡回し、特別に支援

の必要な幼児、児童、生徒への指導内容、

方法に関する助言を実施します。 

継続 学校教育課 

1-20 

【再掲】 
★障害児保育 

健全な発達を促進する上で集団保育が必

要な軽・中程度の障害児を保育します。

特別支援連絡協議会等、地域の関係機関

との連携を図ります。 

継続 子育て支援課 
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